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令和 3 年第 3 回高森町定例会一般質問会議録 

令和 3 年 9月 8 日 午前 9 時 00分開議 

会場：高森町役場 議場 

 

頁 氏名 質問事項 

76 原 敏明 Ⅰ ケアラー支援について 

81 本島 未来 

Ⅰ 人口自然消滅の抑制に関する今後の具体的な施策について 

Ⅱ コロナ禍におけるネウボラ支援、 

周産期医療と広域連携のありかた 

94 大島 正光 Ⅰ ３６災害から６０年町の防災減災対策を問う 

106 齋藤 天 Ⅰ 町民へむけた「防災」について 

112 木下 啓爾 Ⅰ 「町民主体のまちづくり活動支援事業」について 

121 北沢 幸保 Ⅰ 信州たかもり熱中小学校について 

134 三浦 喜久夫 
Ⅰ 新型コロナ感染症と突発性大規模地震が、 

同時に起きた時の避難体制の構築を 

143 河合 隆俊 １ 今後の高森町の農業について町の考えをお聴きします 
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日程第 11 一般質問（会議規則第 60 条） 

○議長（小平一博君） 日程第 11、「一般質問」を行います。 

会議規則第 60 条の規定により、通告順に質問を許します。 

質問される方は、質問席で一項目ずつお願いいたします。 

それでは、一般質問に入ります。 

 

◇ 通告１番 原 敏明（９番） ◇ 

○議長（小平一博君） ９番、原 敏明君。 

○９番（原 敏明君） 議席番号９番、原 敏明です。 

通告に従って、ケアラー支援についてと題して伺ってまいります。 

病気や障がいがある家族の介護や世話を行っている家族介護者（ケアラー）

には、身体的、精神的、さらに経済的にも大きな負担がかかっており、ケアラ

ーの孤立や離職、心身の不調などが全国的な問題となっています。また、ケア

ラーは、「このコロナ禍で感染してしまったら、誰が介護するの」という不安に

もかられています。 

ケアラーとは、心や体に不調のある人への介護、看病、療育、世話のケアが

必要な家族、近親者、友人、知人などを無償でケアする人たちと、一般社団法

人日本ケアラー連盟で定義しています。 

高森町でも、要介護者支援のための介護者支援だけでなく、介護者自身の健

康で文化的な生活を支援することが必要だと思います。 

町内のケアラーの実態、人数や職業、ケアする対象者などについてと支援の

取り組みについて、伺ってまいります。 

○議長（小平一博君） それでは、第一項目目の答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） ケアラーにつきましては、法的な定義がないようで

ございます。今、議員からもご紹介いただきましたけれども、私どももいくつ

か調べまして、埼玉県の例ですと、高齢、身体上、精神上の障がいまたは疾病

等により援助を必要とする親族、友人、その他身近な人に対して、無償で介護、

看護、日常生活上の世話、その他の援助を行っている人としておりました。 

今、実態についてお尋ねをいただきましたが、このように定義も広く、また

その範囲は多岐にわたりますので、町内のすべての実態の把握はしかねます。 
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例えば、介護の分野だけでも見ましたところ、令和３年６月末の高森町の認

定者 635 人、うち在宅介護だけ見てみますと、460 人という支えられる側の把

握はできますけれども、この方をどのような方々が何人で支えているかという

ことを計るのは、やはり困難であります。 

今、例に出しました介護を支える皆さんへの支援としましては、地域包括支

援センターやそれぞれのケアマネジャー、ヘルパーが、ご本人はもちろんです

が、介護されている方に寄り添い、悩みや相談をお聞きしています。 

また、町社協への委託事業としては、介護者リフレッシュ事業を実施してい

るほか、今年７月には、介護者家庭を対象とした「しゃべらまい会」を開催し

ました。 

また、経済的な支援として、安心介護支援金、家庭介護者支援金、リフレッ

シュ入湯券、介護タクシー補助などを行っております。 

引き続き、介護をされる側だけでなく、介護する側の支援等も続けてまいり

たいと思っております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 原 敏明君。 

○９番（原 敏明君） 引き続き、介護をされる側だけでなく、介護する側の支援に

ついても、今後検討していただくように、これから話を進めてまいりたいと思

いますが、関連質問の１の方へ移ってまいります。 

家庭の事情により、本来、大人が担うような家族の介護等を行っている 18

歳未満のケアラーをヤングケアラーと呼びます。その実態について、過度の負

担で学校生活や社会生活に影響が出るケースもあることから、厚生労働省及び

文科省が、令和２年 12 月から令和３年２月にかけて実施した調査では、中学生

の 5.7％が家族などのケアを担っているという結果が出ています。 

高森町の実態と支援の取り組みを伺います。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） 現在、高森町におきましては、ヤングケアラ

ーというものに該当する方またご家庭は把握してございません。 

子ども家庭総合支援室がございますので、そちらが中心となりまして、学校、

関係機関等と連携を取り、早期発見、また対応につなげていきたいと考えてお

ります。 
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○議長（小平一博君） 原 敏明君。 

○９番（原 敏明君） 補足でお願いします。 

今の発見する態勢というのを取っていただくわけですけれども、学校で不登

校になっている方とかそういう方の関係の中で、そういうことを調べてもなか

ったということでよろしいんでしょうか。 

○議長（小平一博君） それでは、補足質問の答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） そのとおりでございます。 

○議長（小平一博君） 原 敏明君。 

○９番（原 敏明君） 引き続き、それでは発見のためにやっていただくことと、支

援の体制というかのことについても研究をしていただいて、全国的には 5.7％

という方があるわけで、よろしくお願いしたいと思います。 

補足の２として、ちょっとお願いしたいんですけれども、このケアラーの発

見ということでまいりますと、ケアラーになっている子どもたちは、中には高

校進学とか大学へのあれが、ケアラーでやっていけないということもあって、 

○議長（小平一博君） 原君、これは補足、先ほど補足だったんですが、（２）でよろ

しいですか。 

○９番（原 敏明君） （１）の補足で、①の補足で。 

○議長（小平一博君） 補足はもう既に１つ終わっているので、その補足は２つ目だ

ったらいいんですけれど。 

○９番（原 敏明君） ２つ目。 

○議長（小平一博君） 補足の補足はないですね。 

○９番（原 敏明君） そうですか、はい。それじゃあいいです。 

それでは、（２）に移ります。 

今後も高齢化と核家族化が進み、誰もがケアする側に、される側になってき

ます。埼玉県では、介護などで自分を見失ったり孤立したりすることがないよ

うに、誰もが安心して介護できる社会にするためとして、埼玉県ケアラー支援

条例が策定されました。 

また、平成 22 年から町社協がケアラー支援に取り組み、令和元年からケアラ

ー支援専門員２名を配置してきた北海道栗山町が、今年、ケアラー支援条例を

制定し、栗山町ケアラー支援推進協議会を設置し、町が一体でケアラー支援に

取り組むようになりました。 
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栗山町が 10 年に及ぶケアラー支援活動の集大成として、ケアラー支援のため

の条例を制定したことに学び、当町でも条例を制定し、ケアラー支援の基本理

念を定め、町の責務並びに町及び事業者、関連機関の役割を明らかにするとと

もに、ケアラー支援に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、すべてのケア

ラーが健康で文化的な生活を営むことができる社会の実現に向けて取り組むこ

とが必要だと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） ただいまご紹介いただいたとおり、埼玉県など県と

して条例制定しているところ、あと市区町村でも条例を定めている自治体がご

ざいます。 

ケアラーに関する条例制定というご提案ですけれども、条例によって明文化

し、住民が我が事として取り組むことは大切で、一つの手段であるとは思いま

す。しかし、課題解決のためには、具体的な取り組みをどのように進め、どの

ように住民に関わっていただくかを共有することも大切です。 

町では、地域包括ケアの考えの基に、第７次まちづくりプランにおきまして

掲げた方針に則って、提案のような支援を、取り組みを進めており、現時点で

条例制定の考えはございません。 

まちづくりプランにおきましては、地域に暮らす町民誰もが、それぞれの実

情にあった支援を受けられる。在宅介護をしている家族の精神的、経済的負担

を軽減しながら、在宅介護を安心して継続できる。地域の問題を他人事でなく、

我が事と考えられる環境づくり。個人や世帯が抱える問題に包括的に対応する

丸ごと支援体制などを目指すこととしています。 

まちづくりプランにつきましては、すべての町民の皆さんが目指す町の姿と

位置づけられておりますので、このまちづくりプランに基づきまして、支援者

を支えることにも取り組んでまいります。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 原 敏明君。 

○９番（原 敏明君） 補足でお願いします。 

今、第７次のプランの方でできるというふうに言っているわけですけれども、

具体的に進めるという上では、栗山町が平成元年から、ここにも載せてありま

すケアラー支援推進協議会というのを設置して、検討した中で支援条例という
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のをつくったわけですけれども、そういうものを設置するとか、そういうこと

を計画を立てていくということを条例の中では決めているわけですけれども、

そういう具体的にどう取り組んでいくのかということをやっぱり整理して、そ

れに向かって何をしたらいいのか、何をやっていくのかということをやっぱり

明確にするという上では、そういうことも取り組むということが私は大事だと

思います。多くの町民また企業の方にも、働く中でケアラーを支援していただ

くとか、休みを取りやすくしていただくとか、そういう生活一般のただケアラ

ーを支援していますというそういう気持ちだけじゃなくて、気持ちも大事です

けれども、そういう具体的なことをどう計画していくのか、どうやっていくの

かということの観点の中で、ぜひどうやって取り組んでいくのかというのを明

確にしていく、そういう取り組みというのをやっぱりきちっとやっていかない

と、一歩一歩やっていくことがもう大事だというふうに私は思います。 

そういう点で提案しているわけですけれども、そんな点ではいかがでしょう

か。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） 今回、ケアラーに対する支援というご提案でご質問

をいただいておりますけれども、ヤングケアラーという言葉が大きく出て、ケ

アラーということに注目がいっているかと思いますけれども、実際のところ、

支援者に対する支援という考え方は、もう当町でも以前から持っております。

ですので、まちづくりプランにも記載されております。それを条例として明文

化しないと進まないのかどうかにつきましては、あくまで条例制定は一つの手

段だと思います。 

まちづくりプラン、先ほど申し上げたとおり、町民の皆さんがこれに基づい

て進む、このまちづくりプランの下には、それぞれの事務事業が、その考えに

基づいて進んでおります。まちづくりプランの考え方を住民の皆さんが理解を

いただくこと、また、企業の皆さんも理解いただくことで、議員が目指す目的

は達成できると我々は考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 原 敏明君。 

○９番（原 敏明君） ぜひ、ほんとにケアラーの立場に立った中で、今ケアに悩ん

でいたり、そこのことで大変になっていると思います。ケアしている側という
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のは、ケアされている側のことだけが中心になって、自分のことに手が回らな

い、そうなっているところをケアしていただく。人間としてやっているという

ことで、そのケアを支援する、ケアすることを支援する、そのことを言ってい

るわけではなくて、ケアラーの生活を支援するということが必要だということ

でありますので、私は、今はそのケアをすることを支援しているということに

とどまっているんじゃないかというふうに私は今お聞きして思っています。ぜ

ひそのケアラー自身が、人間として生活していく上での支援が必要だというこ

とであると思います。 

最後に、ケアラーというのは、今、特別な存在ではなくなってくるんだとい

うことであります。介護が、高齢者が、2030 年に向かって増えてまいります。

また、核家族化が進んでいます。誰でもがケアラー、ケアを受ける人、ケアラ

ーになっていくという社会の中で、ケアラー支援というのを取り組んでいくと

いうことが大事だというふうに私は思います。それで、一般社団法人の日本ケ

アラー連盟代表理事の児玉真美さん、「ケアをされる人もする人も尊重される支

援が必要と、社会全体が意識を変えることから始めなければならない」という

言葉で質問を閉じさせていただきます。 

これにて私の一般質問を終わります。ありがとうございました。 

 

◇ 通告２番 本島未来（１番） ◇ 

○議長（小平一博君） １番、本島未来君。 

○１番（本島未来君） １番、本島未来。 

通告に従いまして、質問いたします。 

就任後初めての一般質問で緊張しますが、自分の立ち位置から見える範囲か

ら始め、徐々に視野を広げていった質問をしてまいりたいと思います。 

では、始めてまいります。 

人口自然現象の抑制に関する今後の具体的な施策について、お伺いしたいと

思います。 

第７次振興総合計画には、2045 年に１万 1,200 人を目指すとあり、私はその

頃 61 歳になります。町外からの転入者の受け入れももちろん大事ですが、高森

町で育った若者の Uターンも大事だと考えます。転入者と Uターン者の両局面

でとらえ、施策を進めていただきたいと考えます。 

そこで、（１）の質問となりますが、移住・定住、独立のための住宅建設可能
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地が多数あり、教育や就労についても多様な選択肢があるということが人口増

加につながり、さらに流出を防ぐ効果的な要因になると思いますが、既に土地

開発されている土地の費用対効果をどのように図っているのか、お答えくださ

い。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） それでは、今のお尋ねに対しまして、民間、公共などい

ろいろな宅地開発の事例がございますけれども、ここ直近で、高森町が直接的

に関与した新田住宅団地を例に取りましてご紹介申し上げたいと思います。 

平成 14 年度の前後に、当時の新田地区から、人口増による地区の活性化を目

的といたしまして、住宅団地の誘致の要望が上がりました。 

町では、県の住宅供給公社に宅地造成事業を、当時の町土地開発公社に分譲

を委託してそれぞれ取り組みました。当時は、全 11 区画を整備し、２年程度の

うちにおかげさまで完売。当時、町が最小限の町道、上下水道本管などを費用

負担したほか、造成費などはすべて販売収益により回収ができました。 

当初の目的、効果である人口増と地域活性化は、若いご夫婦が主に購入され

たことから、まもなく子どもが増加。北小学校の学年が当時２クラスになりま

して、多くの世帯がこの新田地区になじみ、地域活動やお祭りなどに参加され

たとお聞きしております。 

このようなことから、一時的には、費用に見合う以上の効果が得られたと考

えます。もちろんこれは、地元の合意形成ですとか、用地の確保、そして自治

組織加入の丁寧な勧誘、その後の交流などに努められた新田地区の皆さんの熱

意と尽力があったからこそと考えます。 

一方で、たまたま同じ世代のご家庭が同時期に分譲地に転入されまして、そ

のお子さんもほぼ同世代となったために、卒業により北小学校の児童数が減尐

するという結果も生じています。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 本島未来君。 

○１番（本島未来君） 先ほどおっしゃったように、平成 18 年に新田地区の方の土地

開発によって子ども世帯が増加したということで、地域活性の実績があったか

と思います。 

そこで、今回、山吹上平地区と地権者より、宅地開発エリアに関する要望書
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の提出が８月にありましたが、町はどのように対応しますでしょうか、お聞か

せください。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） それでは、お答えさせていただきますけれども、厳密には７

月 30 日の日に、上平の地区長と山吹の区長さんも同席されまして、山吹上平地

区の開発等についての要望書、これをお預かりしております。 

当該地域は、商業や交通などに恵まれた周辺環境、それから今後、竜神大橋

であったりとか、かわまちづくり事業、八日市場線の改良等もありますし、国

道等も将来的には拡幅するというようなところも考えまして、山吹区はもとよ

り町全域を見渡しても、住宅開発またその誘致の場所として有数の適地と町は

考えております。ただし、平成 28 年に策定した町の土地利用計画というものが

ありまして、この計画では、このエリアを「商業地ゾーン」というふうに位置

づけています。そのほか農地法の問題であったりとか、造成整備など多様な課

題はありますので、前向きな要望ですので、地元の皆様ときちんと相談をしな

がら、町としても主体的に取り組んでまいりたいとは思っております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 本島未来君。 

○１番（本島未来君） ただいまの答弁を踏まえて、今後の山吹地区の宅地開発エリ

アの実現へ向けた今後の町の動きというのはどのようになりますでしょうか。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 先ほど新田地区の例も出させていただいておるんですけれど

も、町内にはこの半世紀、平成の 30 年くらいに特に集中して転入して増加した

地域がいくつかあります。昭和の時代だと、吉田河原の辺がそうですし、それ

以降ですと、下市田１区の北の原、学校平、それからつつじヶ丘、吉田の国道

の西であったりとか、出原の東栄、それから牛牧、こういったところが民間の

皆さんによって住宅開発がされているということです。 

これらの集落の今の課題は、一気に若者や働き世代が増えたことによりまし

て、その皆さんが最終的には高齢化していき、もし若い皆さんが出て行ってし

まうと、自治組織やコミュニティの機能に支障を生んでくるというようなこと

がやはり課題となっています。 
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当面は、上平につきましては、企画調整を担う総務課と、土地利用、景観を

担当している建設課が中心となって、農地法や上下水道のインフラ、こういっ

たものの課題をまず整理をしながら、民間事業者の皆さんを一つの担い手とし

た開発手続き、こういったものを考えまして、最終的には若者世代が継続して

利用していただくような方式であったりとか、それ以外にも、多世代の皆さん

が地域の中で継続して住んでいただけるような、そういったような方式を考え

ながら、持続可能になるような住まい、そういったものを検討してまいりたい

と思っております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 本島未来君。 

○１番（本島未来君） 補足質問を一つお願いします。 

要望書提出があるエリアは、先ほど町長が申し上げたように、平成 28 年に策

定した町の土地利用計画ゾーンの商業ゾーンとしての位置づけがあります。そ

してこれから、令和４年度に向けての地区計画策定も始まります。その中でし

っかりと共通認識を持ち、持続可能な計画を立てていけるよう、例えば、区長

会を通じた勉強会などを開催するとよいと考えますが、いかがでしょうか。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） まず、一義的には、町の計画がありますので、その計画をど

ういうふうに見直すのか。それを見直しをかけるとしますと、これまで計画づ

くりのときに土地利用委員会というものを町全体でつくっておりますので、そ

ういった皆さんを再度招集をしまして、その皆さんで、まずゾーンの区切りを

もう一回考え直すというようなことをしなければいけないと思います。そうい

ったことをしながら、地域の皆さんと、もしくは町全体の皆さんで、ほかの適

地等も含めながら、最終的にそこにやるのかどうなのかというようなところを

検討を進めていくというような手順になるわけであります。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 本島未来君。 

○１番（本島未来君） では、（２）の質問へいきます。 

現在、担い手のない田畑の遊休農地が各地に点在している状況ですが、（２）

後継者のいない遊休地、農振除外地、優良地、構造改善の今後の土地利用の方

向性をお聞かせください。 
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○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） ご質問いただきました後継者の不在につきましては、農

業の分野でも他産業にかかわらず顕著となっております。従来行われてきまし

たような血縁によるその後継者だけではなく、中核農家や農業法人など、域内

外を含めて幅広い担い手に農地を集約していくよう取り組んでいるところでご

ざいます。主には、各地区を担当する農業委員が各農家の実情を把握しながら、

営農支援センター「ゆうき」に配置しております集落支援員とともに、新たな

耕作者とのマッチングや農地集積の相談を行っております。 

また、農業委員会の活動として、農地パトロールを行いまして、遊休農地と

判定された土地につきましては、地権者に意向を確認しながら、その希望があ

る場合には、中間管理事業や借り手とのマッチングなどに努めておるところで

す。 

ご質問にありました農振除外地、いわゆる農用地区域から変更した除外地に

つきましては、そもそも除外にあたって計画された事業に欠かさざる土地とし

て除外が認められたものでございますので、当然そもそもの用途に用いられる

べきものと考えております。そのためには、その事業の進捗については、転用

などその進捗について、事業者から報告を求めているところです。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 本島未来君。 

○１番（本島未来君） 平成 28 年に策定しました土地利用計画書の優良農地保全ゾー

ンがあるかと思いますが、そちら内の農地稼働率と、あと町全体を占める遊休

農地の現在までの推移などがわかっておりましたらお聞かせください。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） ご質問にありました平成 28 年度に定められました土地利

用計画につきましては、2027 年に向け、今後の土地利用の基本方針、方向性を

示すものとして策定をしたものでございまして、さまざまなゾーン、用途のゾ

ーンにつきましては、個々の筆ごとに定めたものではございませんので、これ

を基にする農地稼働率といったものは、現在のところ算出をしていないところ

であります。 

優良農地ゾーンとして指定している場所は、耕作条件としてよい場所である
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ため、一定程度農地として継続的に活用してまいりたいと考えております。 

遊休農地の推移につきましては、平成 28 年度実績 29.2 ヘクタールから昨年

度令和２年度につきましては 30.1 ヘクタールと、５年間でやや上昇しておりま

す。この間も離農なので耕作をやめた土地を、多面的機能支払制度などを活用

して、地域の取り組みなど、地域の皆様に支えていただきながら、荒廃化の抑

制に努めているところでございます。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 本島未来君。 

○１番（本島未来君） 今後も時代変化に応じて、新たな土地開発や土地利用の検討

も必要だと思います。しかし、手続きの複雑さや揃える書類の多さ、許可が下

りるまでの時間がかかるなど、自分の土地であってもハードルが高くなってい

ます。 

2020 年のまちづくり懇談会にて、町の方では、同じような課題を抱えている

県内の町村長で協力し、農地転用基準や手続きの緩和を国等に要望する予定と

お答えになっておりましたが、②農地転用基準や手続きの緩和を国等に求める

共同要望の進捗具合はいかがでしょうか。 

○議長（小平一博君） ②についての答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 昨年度、私は県の町村会の産業経済部会に所属をしていたこ

とから、主には小布施の町長と、部会にはいらっしゃらなかったんですが、町

村会の役員としていらっしゃいました南箕輪の村長とで、守るべき農村の形は

地域ごとに異なるということで、農振の用地、青地からの除外にあたっては、

画一的な運用ではなく、農村地域の実情に応じた柔軟な対応を図るように、県

と国に対して、11 月に要望をさせていただいております。 

ただ、国の方につきましては、相変わらず、その農地を守り、食糧自給率、

こういったものの経過等の話をいただきながら、やはり前向きな回答について

はいただけてないというような状況であります。 

先ほど、産業課長の答弁にもあったとおり、平坦な日当たりのよい土地につ

いては、農地としても使えるんですけれども、宅地としても非常に有効になっ

ています。農業に不向きな土地、この辺でいえば山間地の農地であったりとか、

傾斜地の農地は、逆に言うと宅地にも不向きというような形になっています。 

なので、宅地化を検討するのであれば、やはり条件の悪い農地であれば、土
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地の形質の変更で条件をよくするであったりとか、そういうことを考えなけれ

ばいけませんし、優良農地をあきらめる選択をしなければいけないということ

になります。 

リニア開通後の高森町がどうあるべきかということを地域の皆様で検討いた

だき、守るべき農地はやっぱりきちんと守りながら、土地が持つ多様な用途の

中で、地域が考え、選択できる運用が必要だというふうに思っておりまして、

いろんな形で要望等はさせていただいておりますけれど、最終的には町の判断

で、高森町は農転の許可権限を委任されておりますので、そういったものを十

分に活用してまいりたいと思っております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 本島未来君。 

○１番（本島未来君） そうですね、農業の方を守っていくということも局面的に大

事ではありますが、今回の山吹地区の取り組みにならい、各地区の将来を具体

的に現実味をもって計画し、どうしたら地元の活性化につながり、人口増加に

貢献できるか。また、次世代が帰ってくる地元とは何かを区民全体で研究し、

開発が必要ならば、地元から町へ要望を上げていけるような取り組みだったり、

そういったことが地元愛を高めるきっかけになったりですとか、あと、地区の

ことを自分事化にしていくことにつながるのではないかなと、今までの答弁で

思いました。 

では、次にまいります。 

児童減尐における南北小学校の今後について、お伺いしたいと思います。 

人口減尐とともに生徒数減尐は避けられないと予想されますが、今後の町の

児童数増加に向けた具体的な取り組みは何か、お聞かせください。 

○議長（小平一博君） (３)につきましての答弁を求めます。 

帯刀教育長。 

○教育長（帯刀 昇君） 町では、子どもたちがさまざまな「夢」を描きながらも、

ふるさとに愛着を抱き続ける地域人材の育成を通じ、高速交通網が整備される

将来には、高森町で暮らし続けることが選択される持続可能なまちづくりを目

指しています。そのために、地域応援隊、しごと☆未来フェア、またコミュニ

ティスクール、みらい懇談会などを実施しております。 

一方、子育てするなら高森町と思っていただけるよう、妊娠時からの切れ目

ないきめ細やかな支援体制を確立し、あったかてらす事業、子ども家庭総合支
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援室事業を展開しているほか、保育園の改築、民営化などにより、施設、保育

内容の充実を図っております。 

例えば、住宅政策や金銭支援などで一時的な対策は可能かもしれませんが、

こうした政策は、将来に課題を残すことも多いため、すぐに結果が出なかった

としても、持続可能なこの高森町であるために、地域人材の育成を柱とし、子

育て支援や地域産業の発展、町の魅力アップなどを通じたまちづくりで、目標

人口に向かい、取り組みを充実させていきたいと思っておりますので、ご協力

をお願いいたします。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 本島未来君。 

○１番（本島未来君） それぞれの小学校の歴史や培われてきた地域性、伝統、また

教育活動は、何にも代えがたいことではありますが、児童数の格差は顕著であ

り、現在、山吹保育園の年長児は８名となっております。このことから、町全

体の児童数減尐における今後の対策方針と展望をお聞かせいただきたいと思い

ます。 

○議長（小平一博君） ①についての答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） 町全体の児童数減尐における今後の対策と方

針というところですけれども、今後の対策方針につきましては、先ほどの教育

長の答弁にもありましたとおり、子どもたちがさまざまな「夢」を描きながら

も、ふるさとに愛着を抱き続ける地域人材の育成といったところに力を入れて

いく、といったところが主なものになっております。 

今後の展望ですけれども、高森町の児童の推移としましては、令和６年度ま

では、新１年生、南北合わせて児童数は概ね 100 人を維持できると考えており

ますが、令和７年以降につきましては、現在のところ 90 人を下回っていくと推

測されているところでございます。 

○議長（小平一博君） 本島未来君。 

○１番（本島未来君） ありがとうございます。 

やはり児童減尐の方には拍車がかかってきているので、今後のいろいろな対

策など、町民全体で協力して考えていかなければならないなと思いました。 

また、リニア開通、かわまちづくり、竜神大橋と、高森町の中では上平地区

周辺がとても活気が出てくるかと思います。 
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町の強みである住みやすさに、より一層魅力が増すと考えられます。高森町

の地域性を気に入り、選んでいただくことによって、自治組織の加入率や出生

率の底上げとなるような中長期的な施策を考えていきたいと思います。 

南北小学校それぞれが切磋琢磨し、地域のよさ、歴史、特色を生かし、両校

が今後も存続していくことによって、子どもたちがなりたい自分に育っていけ

たらと願います。それには、住民参加ではなく、住民参画で自分事化していか

なければならないなと切に思います。 

では、２つ目の質問に移ります。 

大枠Ⅱ、コロナ禍におけるネウボラ支援、周産期医療と広域連携のあり方に

ついて、お伺いします。 

新型コロナウイルスでの医療体制が危機的な状況となる中、先月、自宅療養

中の妊婦が、入院先調整が行われたものの受け入れ先が見つからず、そのまま

自宅で出産し、赤ちゃんが亡くなるという痛ましい事案がありました。 

そこで、重症化リスクの高い妊婦の受け入れに対する、（１）地域医療機関ま

た県を越えた医療機関との連携状態はどのようになっているか、お聞かせくだ

さい。 

○議長（小平一博君） （１）についての答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） 千葉県の例もございまして、ご心配な方も多くいら

っしゃると思います。長野県内でも今まで妊婦さんの感染者が確認されており

ますけれども、長野県の場合ですと、妊婦が感染した場合、基本的には、症状

の度合いにかかわらず、医療機関への入院が原則となっております。ただし、

ほかにお子さんがいて、母子分離ができないような場合、やむを得ず自宅療養

となった場合であっても、例えば、出産を取り扱う医療機関の産婦人科医と連

携を強めておく、病状に応じた緊急対応についても明確化した上で自宅療養に

入るということで、本人がご心配なく療養できる体制になっています。 

また、県をまたぐ連携というご質問につきましては、基本的には、感染が確

認された県で療養をするということになっておりますので、妊婦さんも同様で

す。例えば、ご本人が里帰り出産を希望されて長野県で仮に感染したと確認さ

れれば、県内の医療機関で対応となるということになります。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 本島未来君。 
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○１番（本島未来君） ありがとうございます。 

今の現状で、長野県内で感染された妊婦さんが、原則は入院ということをと

られているということはよくわかりました。 

その中で、現体制の見直しが急務となっておりますが、感染妊婦が自宅療養

となったときの助産医ではなく、担当保健師のケア体制などはどのようにして

いるのか、お聞かせください。 

○議長（小平一博君） ①についての答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） まず、妊婦さんに限らず、感染した方の個人情報に

つきましては、県から町の方に一切示されません。そのため、感染者のケアは

県が主体的に行うこととなりまして、町の担当保健師が直接関わることはあり

ません。 

ただし、ご本人が同意の上で、町に対して情報が提供された上で、療養中の

ご本人の要望などについては、担当保健師等が極力対応をしてまいります。 

また、コロナ快復後に子どもの成長ですとか、体調変化などの不安に対する

相談については、寄り添った対応をしてまいります。 

○議長（小平一博君） 本島未来君。 

○１番（本島未来君） ②に移ります。 

感染した場合、また体調に違和感があった場合など、どのような行動をとる

か、現段階の指導内容で、コロナ禍における妊婦生活の不安を解消できるもの

になっているかどうか、お聞かせください。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） 感染時の対応につきましては、先ほど答弁させてい

ただいたとおりですが、普段の生活における感染防止対策等につきましては、

妊婦さんだけというわけではなくて、町民全体に向けた啓発を行っておるのが

現状です。 

また、妊娠中の心配事につきましては、町あるいはかかりつけの産婦人科医

に、どのようなことでもお気軽にご相談いただくようご案内をしておるのが現

状です。 

○議長（小平一博君） 本島未来君。 

○１番（本島未来君） 一刻を争う変化もあることを踏まえ、専門機関に確実につな
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がる体制が必要かと思いますが、高森町レディースクリニックゆりかごさんと

のどのような連携があるのか。また、連携がない場合、今後の連携などは打診

していくのか、お聞かせください。 

○議長（小平一博君） ③についての答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） 高森レディースクリニックにおきましては、新型コ

ロナウイルスワクチン接種の妊婦向けワクチン接種の協力をいただいておりま

す。千葉県の事例もありまして、早期接種を希望されるものの、予約が取れな

かった妊娠中の方が予約されて、９月３日から接種を始めることができていま

す。 

それ以外の連携としまして、例えば、感染症対策としてについては、やはり

かかりつけの産婦人科医へ相談される方がほとんどだと思いますけれども、地

域にある産婦人科医ですので、今後、妊娠されている方の不安を解消するため、

ご協力いただけることがないかを研究し、必要な連携をしてまいりたいと思い

ます。 

○議長（小平一博君） 本島未来君。 

○１番（本島未来君） 次の質問に移ります。 

ネウボラとは、要約しますと、妊娠から出産、子育てまでの切れ目ない支援

のことをいいますが、大枠の（２）コロナ禍における高森町版ネウボラの立ち

位置を、現在の立ち位置をお伺いいたします。 

○議長（小平一博君） （２）についての答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） 妊娠期からの切れ目のない子育て支援、この考え方

は、町の子育て支援の柱として現在も位置づけられております。感染下におき

ましてですが、乳幼児健診等感染拡大時におきましても、実施方法を工夫しな

がら継続し、関係者との関わりを途切れさせないようにしています。 

また、地区担当保健師につきましては、各地区での母子のフォローを継続し

ています。 

コロナ禍において、３密回避、人と人との接触をなるべく減らす。こういっ

たことが求められておりますけれども、欠かすことのできない取り組みや事業

は継続させて、コロナ禍であっても切れ目のない子育て支援を行っております。 

以上です。 
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○議長（小平一博君） 本島未来君。 

○１番（本島未来君） 妊婦や出産後の助成のさらなる支援が必要であると思います

が、産前産後の相談の内容や傾向は、このコロナ禍で変化はあったでしょうか。

また、どのように変化しているのか、お聞かせください。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） 寄せられた相談をいくつか例示したいと思いますが、

感染拡大防止のために、今まで病院で行えたいろんな学級が中止となってしま

ったですとか、感染拡大に伴い、公共施設などの利用制限や感染の不安から、

行く場所がなくてずっと家にいる。また、子どもを見てもらえる環境がなく、

気軽に相談できる場がない。こういった直接あるいは間接に感染症の影響を受

けた方からの相談が増えてきています。 

このようなご相談に、すぐに解決できることばかりではありませんが、お悩

みに寄り添い、アドバイスや必要なサポートにつなげています。 

コロナ禍において、今まで以上に一人で悩み、孤立してしまう方がいらっし

ゃると思います。そのような方々がどんなことでも相談できる役場であるよう、

これからも情報を届けることに注力してまいりたいと思います。 

○議長（小平一博君） 本島未来君。 

○１番（本島未来君） 世の中が変化した今から見るネウボラ導入の成果と、また今

の課題、今後の方向性と合わせてお伺いしたいと思います。よろしければ、町

長のお考えもご答弁いただければと思います。よろしくお願いします。 

○議長（小平一博君） ②の質問に答弁をお願いします。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） 高森町は、以前より子育てしやすい町を目指しまし

て、平成 27 年度は、それらをまとめてネウボラ事業として取り組みを継続して

きております。 

令和３年、町民アンケートにおきまして、「高森町が子育てしやすい町」と答

えた方は 63.2％、前年度より低下しています。ただし、回答から、「わからな

い」あるいは無回答の方を除いて集計してみますと、全体で 88.5％、20 代のみ

に限っていいますと、93.8％の方が「子育てしやすい」と回答されています。

これは、実際に子育てに何かしら関わっている方の多くは、子育てのしやすさ

を実感していただけていると考えており、ネウボラ、切れ目のない子育て支援
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導入の成果として現われているかと考えます。 

その上で、感染症がまん延している現状における取り組みにつきましては、

先ほども質問で触れましたが、今までなかった悩みや課題を抱えられる方も増

えてきております。そのような皆さんといかにつながりを持ち、サポートする

かが大切で、今まで以上にネウボラの取り組みの必要性が増してきていると思

います。 

高森町には、子ども家庭総合支援室が置かれ、またまん延期であっても、「あ

ったかてらす」の相談は継続しています。もちろん、担当保健師もいつでもご

相談に乗らせていただきます。こんなことをどこに相談したらよいかと悩む皆

さんに、安心していただけるよう、改めてつながる先を案内していきたいと思

います。コロナ禍であっても、子育て中の方々の不安が一つでも解消されるよ

う取り組んでまいります。 

○議長（小平一博君） 壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） これまで子育てを中心として、高森町でいろんな施策をやり、

さらにこの施設整備やなんかもこれで進んでくるということ、非常に環境は整

ってきていると思いますけれども、そこで子育てをしようとする皆さんが、や

はり主体的にいろんな皆さんのネットワークをつくりながら、自分事として子

育てをしていくことができるかどうかというのは、これからの課題だと思いま

す。どうしても行政頼りであったりとか、頼みであったりとか、それ以外の皆

さんにお願いしていくという傾向が強くなってしまうところを、地域の皆さん

であったりとか、そういう人たちを巻き込みながら、お母さんたちが子育てを

一生懸命やれる環境、こういったものを今後は整えてまいりたいと思います。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 本島未来君。 

○１番（本島未来君） 高森町のみならず、痛ましい事案が起きないよう、また、高

森町の目指す、各家庭が安心して子育てができ、妊娠から出産、子育てまでの

切れ目ない支援、安心した子育て対策の中に、医療連携やまた各機関のサポー

トなどは欠かせないものであります。ですが、自分たちに何が足りないのか、

何が必要かということも、私たち自身から発信する、私たち自身で解決すると

いうことも大事だということがよくわかりました。 

私の質問を終わらせていただきます。 

○議長（小平一博君） ここで休憩に入ります。 
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10 時 20 分、再開をいたします。 

 

休 憩  午前１０時０９分 

再 開  午前１０時２０分 

 

○議長（小平一博君） 再開いたします。 

 

◇ 通告３番 大島正光（12 番） ◇ 

○議長（小平一博君） 12 番、大島正光君。 

○１２番（大島正光君） 12 番、大島正光でございます。 

通告に従いまして、質問をさせていただきます。 

今回は、三六災害から 60 年、町の防災・減災対策について、質問をさせてい

ただきます。 

昭和 36 年の６月、伊那谷を襲った豪雤災害、通称三六災害といわれておりま

すが、今年でちょうど 60 年の節目の年を迎えました。天竜川とその支流が各地

で氾濫、流域の約１万箇所以上土砂崩れが起き、死者・不明者が 136 人、浸水

戸数が１万 8,000 戸以上に及ぶ歴史的な災害がありました。この教訓を今後、

防災・減災にどう生かしていくのかが、今日、私の質問の趣旨でございます。 

近年、異常気象は地球温暖化が影響していると指摘されておりますが、毎年

のように日本全国各地で大規模災害が発生をしております。今年も７月に静岡

県の熱海市で土石流が発生しました。県内でも、８月に岡谷市で土石流が発生、

尊い命が失われました。また、９月に入り、５日から６日にかけて茅野市でも

土石流が発生しておりまして、64 戸が被害を受けたというような報道がありま

した。ただ、茅野の災害の関係ですが、住民の防災意識が高くて、人的被害が

なかったという報告、報道がされておりました。 

伊那谷でも、当町でも、また三六災害のような大災害が起きないとも限りま

せん。当時を知らない人も増えました。この中でも、今日ご出席の皆さんの中

でも半数以上が知らない方たちではないかなというふうに思っております。 

60 年経って、河川・護岸など务化の箇所も見受けられております。国や県の

管理区間が多い中ではございますが、点検、改修・補修の状況について、最初

にお聞きをしたいと思います。 

○議長（小平一博君） （１）の質問に対する答弁を求めます。 
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三沢建設課長。 

○建設課長（三沢 茂君） 国土交通省では、毎年５月に天竜川の重要水防箇所につ

いて、町、地区、消防団による合同巡視を行いまして、水防上危険な箇所の把

握と、危険な箇所がある場合には河川管理者に連絡し、必要な措置を求めるこ

とを確認しています。 

また、県管理の一級河川につきましては、飯田建設事務所主催の飯田圏域大

規模氾濫減災協議会を中心に、毎年５月の出水期を前に河川の合同巡視を行い、

洪水の浸水想定等の水害リスクの情報を地元市町村と共有しながら、改修等減

災対策を行っています。 

三六災当時整備された河川・護岸も経年务化しておりまして、改修・補修箇

所も生じてきております。毎年、国・県にも要望しておりますが、全地域で一

斉に老朽化してきているため、緊急性の高いところから改修が行われていると

いうような状況であります。 

すぐに改修、施設改修ができない場合におきましては、河川内の支障木や堆

積土の除去を行い、河川の断面の確保を行って減災に努めているというような

状況であります。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 大島正光君。 

○１２番（大島正光君） ぜひ国や県の方へ、そういう箇所があれば要望をお願いを

したいと思っております。 

次の質問に移ります。 

三六災害では、天竜川をはじめ町内の各支川すべて氾濫しました。惣兵衛堤

防も決壊をしました。また、土石流、当時は山津波といっておりました。その

山津波も各地で発生をしております。町内では死者 11 名、家屋の被害が 565

戸、すごいですよね、今考えると。甚大な被害を受けました。 

６月から８月末まで、時の駅で「三六災害から 60 年、とどめておきたい未曾

有の災害の記録」という特別展が開催されておりました。私も行って見させて

いただきました。パンフレットにも、町内各地で災害があったような写真のパ

ンフレットが置いてありました。ほんと空から見た災害の状況、当時の８ミリ

の映像だとか、生々しい被害状況や展示が記録されておりました。 

60 年経過した現在、過去に災害があった地域に住宅が整備され、開発が進ん

できております。過去の災害、継続的に次世代の方々に伝えていくことが大切
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だというふうに思っております。 

今年はコロナ禍でいろいろなイベントが計画されておったと思いますが、な

かなかできない状況だったと思いますが、60 年の節目の年でございます。町は

どのように取り組んでおるのか。また、今後取り組み、どういうような取り組

みをするのか、お聞きをしたいと思います。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

三沢建設課長。 

○建設課長（三沢 茂君） 今年は三六災害から 60 年を迎えまして、この間、河川の

改修、それから砂防対策、交通網の整備、及び防災情報施設の整備などが行わ

れまして、大変住みやすい地域となっております一方、災害に対する危機意識

が年々薄れているということもうかがわれます。 

近年では、異常気象等に起因する激甚な災害が全国各地で頻発しています。

地形が急峻で地質が脆弱な伊那谷におきましても、このような大雤に見舞われ、

大洪水や大規模な土砂災害が起こる危険性は依然高いといえます。 

三六災害を知らない世代が地域防災の担い手となる時代に、将来起こりうる

大規模災害に備えるため、いま一度三六災害を教訓として後世に継承し、地域

とともに水防・土砂災害に備えることが大切です。 

かわまちづくり予定地での水防センターの建設は、過去の災害から学び、そ

の教訓を次世代に伝え、地域の防災力向上を目指すことを目的にした教育環境

を備えた計画です。 

今後、国土交通省の河川防災ステーションや飯田広域消防高森署と一体的な

整備を進め、この場所を防災の拠点にしていきたいと考えております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 大島正光君。 

○１２番（大島正光君） 次の質問に移りたいと思いますが、町の防災教育の取り組

みについて、お聞きをしたいと思います。 

○議長（小平一博君） ②についての答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） 各校では、例年、避難訓練を実施しておりま

す。町の消防団の皆様にもご参加いただき、児童生徒への指導、また講演を実

施、防災意識の高揚とともに、消防団の意義を理解する機会としております。 

また、今年度、中学校では、昨年度の「みらい懇談会」の折に町の防災につ
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いてご提案をいただき、今年度の総合的な学習の時間を「高森の時間」と位置

づけ、「防災コース」として 15 人の生徒が現在取り組んでいます。飯田女子短

大の先生による避難所での非常食の調理実習、消防署の方による救命救急措置

の実習、町の消防団による防災の取り組みや、防災組織の講話、町防災係によ

るハザードマップの学習、防災備蓄庫の視察など、体験を通して学ぶ中で、今

後は学んだことを生徒たち自身がどう発信していくか、そういったことを含め

取り組みを進めてまいりたいと考えております。 

南小学校でも、昨年から、５年生が避難所体験学習として、校内で宿泊体験

を実施、段ボールベッドの組み立て、非常食での生活など、災害に備える防災

教育を行っております。 

今後も、各校において、高森町の河川の洪水・水害、土砂災害、災害時の避

難行動など防災教育に積極的に取り組んでまいりたいと考えております。 

○議長（小平一博君） 大島正光君。 

○１２番（大島正光君） 積極的に取り組んでいただきたいと思いますが、補足質問

を一つさせていただきたいと思います。 

先ほどご紹介させていただきました時の駅で特別展をやっておりましたが、

ああいうのを子どもたちにぜひ見せていただきたいなあというふうに思ってお

りますが、ああいう特別展は見学したのか、ちょっとお聞きしたいと思います。 

また、現在、天竜川の護岸工事を、山吹のかわまちづくり事業の天竜川のと

ころで国の方で工事を発注して、去年の工事は終わりまして、今年の工事も発

注され、これから工事が実施を予定をされております。 

住宅や農地を守るための護岸工事でございます。このような現場を見るとい

うことも、防災教育の一環になるというふうに思いますが、前、以前、松川の

ダムの砂防堰堤を、北小学校だと思いますが、見学をしたというようなことが

ありました。やはりそういう現場を見るということも、やっぱり防災教育の一

環になると思いますので、計画をしていただければと思いますが、いかがでし

ょうか。 

○議長（小平一博君） 補足質問の答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） 時の駅の防災、三六災の展示につきましては、

南小学校の方は見学にお邪魔させていただいているところでございます。 

ほか、中学校、北小学校の方は、特別展の方が尐し時期が延びておるという
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こともありますので、もし可能であるかといったところは見学をさせていただ

きたいと思います。 

また、ご提案をいただきました現場を見る、実際に行ってみる、そういった

活動は非常に重要なことかと考えておりますので、また学校の方とも確認をし

合いながら進めてまいりたいと考えます。 

○議長（小平一博君） 大島正光君。 

○１２番（大島正光君） ぜひ実現をしていただければと思っております。 

次の質問に移ります。 

（２）の質問なんですが、災害時に市町村が発令する避難勧告を廃止しまし

て、避難指示に一本化する改正災害対策基本法が、今年４月 28 日に可決成立を

しております。その法律施行後の５月 21 日に、大雤に伴い、町は土砂災害警戒

地域の約 900 世帯 2,700 人に避難指示を発令しましたが、町内の避難所、福祉

センターには数人の方だけが避難しました。 

また、８月 14 日にも、大雤に伴いまして避難指示を発令を町の方でしました

が、４世帯 10 人が避難をしております。 

避難には、福祉センターや区民会館などに避難するほか、安全地域において

お住まいの親戚の方の家だとか、友人の家に避難するなど考えられますが、一

人ひとりの危機意識がまだまだ不足しているというふうに思いますが、町長の

お考えをお聞きしたいと思います。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） まず、５月 21 日につきましては、１世帯２名の方しか避難を

していただけなかったということであります。避難指示の発令は、平日の朝９

時半ということで、多くの方が既に自宅を出て出勤をされているというような

状況、夜間とは異なり、周辺の状況がきちんと把握ができていたということ、

それから降雤のピークが未明で、午後に向かって段々天気がよくなるというよ

うな、そういう予報も出ていたこと、こういったことも要因の一つとは考えら

れます。 

また、８月の 13 から 14 にかけて４世帯 10 名の方が避難されたということに

関しては、お盆の真っ最中であり、家の中でいろんなことがあって、なかなか

避難ができなかったというような状況もあるかもしれませんが、これについて

は、夜間の発令で、事前の準備等も町の方でもきちんとできたような状態の中
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でやりましたので、それぞれいろんな場所に避難をされるとか、避難行動はし

ていただいておったものという認識をしております。 

ただ、危機意識が不足していると思うということについては、私もそのとお

りだと思っておりまして、やはり三六災から 60 年を経過してしまっている今の

状況におきまして、当地域は意外と安全な場所だというような誤解を招いてい

るというような状況もあるのかもしれないと思っています。 

急傾斜地の地域の皆さん等に、事前にきちんとお知らせをして、危険な場所

に住まわれているというようなところも把握する中で、今後の対応を考えてま

いりたいと思っております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 大島正光君。 

○１２番（大島正光君） 町長も私も、意識は同じような危機意識がちょっと足りん

のかなあというふうに思っておるということでございます。 

次の質問に移りたいと思っております。 

避難所についてですが、自治会の加入者には、各区などで区民の避難所はど

こかというようなことで、それぞれ自治会、区長の方から説明があったところ

もあると思います。また、各戸へ防災ハザードマップも配りまして、避難所が

載っており、確認をしておると思いますが、一方、自治会未加入者の避難所の

周知については万全なのか、伺いたいと思います。 

また、実際の災害時に、区民会館に自治会の未加入者が避難してきた場合、

当然避難は受け入れるのが当然でございますが、区内にお住まいの方かわから

ないという場合、または、安否確認して、何人そこに住んでおられるかという

のがなかなかわからない中での避難になると思うんですが、なんか一つのやっ

ぱり自治会に入っていない方が来たら、お聞きして町の方へ問い合わせるとか、

なんか一つのルールづくりが必要ではないかなというふうに思います。当然避

難してくれば、自治会に入っている方、それから未加入の方、当然一緒に避難

をしてきますので、そこら辺のルールづくりが必要と思われますが、いかがで

しょうか。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） まず、避難所の自治会未加入者の皆様への避難所の周知

に関しましては、未加入者の皆様が情報を得る手段として考えられるのは、ホ
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ームページであるとか、あるいは災害応援協定を締結した Yahoo!などの一般的

なインターネット上の情報サイトを通じてが主にならざるを得ないと考えてお

ります。 

いずれにいたしましても、避難所の周知というのは、どのようなお立場の方

でも重要な情報であるので、今後もできるだけ周知に努めてまいります。 

安否確認に関しましては、避難行動要支援者を含む災害時要配慮者は、特に

自治会加入に関わらず、重要な対応が必要かと思います。 

名簿の取り扱いの協定を締結している自治会に要支援者名簿をお渡ししてあ

るために、これは、その当該自治会のご理解やご協力がなければできませんけ

れども、一定のそういったところには確認ができるというふうに思っています。 

それ以外の皆様につきましては、安否確認に関して言いますと、発災してし

まった場合のご本人の意識や備え、また、ご近所の方の人道的な支援に委ねる

ほか手立てが見当たらないというふうに考えています。 

避難所の受け入れ等につきましては、各地区防災計画がいったん備わってき

た平成 27 年に、避難所にその皆様が来た場合には受け入れてくださいというよ

うな、そういうお願いを区長会でもご承認のもとに通達しておりますが、時間

も経過してきて、役員の皆様も代わっておりますし、また、今年度地区の防災

計画を改めてこれでいいのか、直すべきところは直すというような取り組みを

してまいりますので、その中で一定のルール、ラインというようなものも、当

然ながら区の皆さんのご理解をいただきながら整えればと考えております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 大島正光君。 

○１２番（大島正光君） 統一したやっぱりルールというものが必要だと思いますの

で、取り組んでいただければと思っておりますので、よろしくお願いします。 

次の（３）の質問に移ります。 

今年更新されました町の防災ハザードマップ、これですね。８月 10 日全戸に

配布されたというふうにお聞きしておりますが、やっぱり配布するだけではな

くて、どこがどういうふうに変わったとか、やっぱり町民の方に周知するよう

な計画は必要だと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（小平一博君） （３）についての答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） このハザードマップを発送した同日の８月 10 日には、か
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ねてより計画しておりました広報あったかもりの巻頭特集で、防災啓発記事と

ともにマップの変更点を、また、三六災害の記憶についても、お二人の方から

２ページを割いてご紹介をさせていただいております。 

また、町のホームページでは、８月中旪以降に、マップ自体とそのものを PDF

でごらんいただける、そして変更点を掲載しております。大きく変わった千年

確率の降雤による天竜川の浸水想定区域であるとか、新たに表示したため池ハ

ザードエリアは、むしろ変更点というよりは、お住まいの皆さん、かなりイン

パクトを持って、抜本的に新しい情報として受け止められていらっしゃるので

はないかと推察いたしております。 

変更点あるいはその啓発につきましては、いま申し上げたとおり、８月に集

中的に努めさせていただいたというような認識でおります。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 大島正光君。 

○１２番（大島正光君） 町民の方への周知は大事なことだと思いますので、よろし

くお願いしたいと思います。 

次の質問に移りますが、防災ハザードマップが更新されました。土砂災害警

戒地域の世帯・人数、先ほど前回は 900 世帯 2,700 人になっておりましたが、

そこら辺の人数、どう変わったのか、変わらないのか、伺います。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） 今回のマップの更新で、当該イエロー・レッドといわれ

る地域の範囲の変化はごくわずかです。 

ただし、以前は、町が保有しているマップ情報は、これ初版の平成 20 年頃の

住宅の地図が基本にはなっているんですけれども、これと住民基本台帳上の住

民所在、番地、どなたがというような情報を突合する制度が粗くて、ゾーン境

界付近の家々の仕分けが課題であって、いま精査中であります。現在、最新の

マップを用いた突合の精査の作業をしておりまして、今週中には正確な世帯数、

人数が確定できる見込みで、何らかまた報告をさせていただきたいと思います。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 大島正光君。 

○１２番（大島正光君） ぜひ早めに確認をお願いしたいと思っております。 

次の質問に移りたいと思いますが、土砂災害の警戒地域に約 900 世帯、約
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2,700 人がお住まいになっておられるということになりますと、町民の約５分

の１の方がその警戒地域にお住まいになっているというふうになります。 

先日の町の説明では、５月と８月に避難指示を発令したときに、警戒地域に

お住まいの方々にどのような考えで行動したのか、アンケート調査をするとお

聞きしました。約 2,700 人の生命、財産など、安心、安全に関わる重要なこと

でございますので、町職員が各地区に出向いて、該当になっている住民の皆様

に直接説明する必要があると考えますが、町の考えをお聞きしたいと思います。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） 警戒地域の皆様には、更新マップの配布の記憶が新たな

うちにと、今ご紹介いただいたとおり、今週から順次、ご自宅がどのような警

戒区域なのかをお知らせする通知文と、また、それぞれのご家庭の危険の認識、

災害の備え、さらには５月 21 日、この時点では５月 21 日に限らせていただい

ておりますが、の避難指示の際の行動などを伺うアンケート票を郵送いたして

おります。このことが、何よりの直接的な周知啓発につながるとは考えており

ます。 

また、町では今後、各地区単位での地区防災計画の見直し、リニューアルを

お手伝いしてまいります。その際に、警戒地域等の共有と細かな地形的な特徴

も含めた認識を促進して、ご近所同士を含めた「ご自分事」としてしっかり認

識していただく機会にしたいと思っております。 

以上によりまして、町から地区別等にお邪魔しての直接の説明会は、今のと

ころ予定はありませんが、今後、各地区で防災意識が高まる、あるいはそこに

未だ未解決の課題があるのであれば、その直接対話、説明は有効な方法として

常に念頭に置きまして、各区・地区等のお考えやご要望にできるだけお応えし

たいと思っております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 大島正光君。 

○１２番（大島正光君） 各地区から要望があれば行くというのは、ちょっとあれじ

ゃないですかね、やっぱり役場の方で、これは町民の５分の１の方々がお住ま

いになっているんだから、生命、財産に関わることだから、やっぱり出向いて、

直接説明するというのが一番いいんではないかな。やっぱり町の職員も、町民

懇談会だけ地区へ行くのではなくて、やっぱりこういう重要なときには、やっ
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ぱり地域に出て行って説明をして、それで町民の方の意見を聞いたり、意思疎

通を図るということが、私は大事だなあというふうに思っておりますので、再

度、ここの部分だけ補足質問をやらせてもらいます。 

○議長（小平一博君） 補足質問の答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） いったんは８月の区長会では、そのようなご要望がある

かというようなこともお問いかけをしておりまして、具体的なお返事がないと

いうのも事実でございますが、この説明というか、危険な地域の周知も含めて、

我々は、できれば危険が多い地区から、地区防災計画の見直しなどで、まず最

初に我々からその説明というか、ご理解をいただくための機会の話を持ちかけ

ていきますので、そのような形で待っておるだけではなくて、その防災計画の

ありようであるとか、見直しとともに、そういった説明がご必要かどうか、こ

ちからお声をかけてまいりたいと思います。ありがとうございます。 

○議長（小平一博君） 大島正光君。 

○１２番（大島正光君） だいぶ時間が尐なくなってきましたので、急ぎます。 

次の質問ですが、土砂災害警戒地域の中に区民会館があるわけでございます

が、避難所として適当なのか、伺います。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） マップを拝見いたしますと、具体的に下市田などは、土

砂災害のイエローゾーン、警戒区域の端部に位置をしております。現在は、地

震・土砂災害いずれもの避難所に指定をしておりまして、どちらもゾーンの端

部ということも含めて、あるいは地形的にも比較的安定的な条件ではあるとい

うことから、土砂災害の際も、周辺の状況などを確認した上で、避難所として

利用可能だとは考えています。要は、地震と同じく、まずはその災害の事情に

応じて、その施設が使えるか、安全かというのを確認した上で、避難すること

が重要であり、これは、そのお住まいの、あるいは会所を管理される各区と町

が認識をさらに一にするように努めてまいります。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 大島正光君。 

○１２番（大島正光君） （４）の質問に移りたいと思います。 

先ほど、時の駅で開催されました三六災害特別展、災害図面を見ると、山沿
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いの河川の支流ほとんどの沢で山津波、今で言うと土石流が発生をしておりま

した。災害はいつ起こるかわかりません。この地域にお住まいの方々の安全、

安心のために、土砂災害警戒地域の上流に、砂防堰堤などのハード整備を国・

県に早急に要望すべきというふうに思いますが、町の考えをお聞きしたいと思

います。 

○議長（小平一博君） （４）についての答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） ご指摘のとおり、特別警戒地域の多くは、県の管理する

一級河川、あるいは砂防河川、急傾斜指定地でございます。場所によっては、

保安林なども含む治山事業の対象となる山林山腹があります。これらの地域で

特に危険度の高いところは、これまでもそうですが、県に対して整備を要望し

ておりますが、実際には尐しずつしか進んでいないのが現状です。今後も粘り

強く実現するまで要望をしてまいりたいと思います。 

ただし、河岸段丘の元々の地形によって、危険を取り除く工法が確立できな

い場合も多々あるかと考えられますので、この場合は、より一層当該地域での

早期避難のソフト施策に努めていただくように進めてまいりたいと思います。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 大島正光君。 

○１２番（大島正光君） なかなかハード整備はお金がかかるということであれば、

ソフト整備の充実をお願いをしたいと思っておりますが、各自治会で、宝くじ

の助成などで防災倉庫の整備が進んでおりますが、中へ入る道具やグッズ、例

えば、簡易テントだとか、簡易トイレ、マンホールトイレ、簡易ベッド、土嚢

袋などが不足しているというふうにお聞きします。それらの充実を早めにお願

いしたいと思いますが、町の考えをお聞きしたいと思います。 

○議長（小平一博君） ①の答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） まず、非常食やテントなどは、その品質管理の面も含め

て、町が一括して保有し、必要となれば各区に分配をする考えです。 

よって、これらの備えは、各区ではやっていただかなくて結構です。 

ただし、発電機や避難用の担架・リヤカーなど、有事の際に直ちに必要な備

品類は、これまでと同様に、各区に確保願いたいと思っております。そのため

の補助制度などを、先ほど議員からもご紹介いただいたとおり、町単独も含め
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て用意しておりますので、さらに必要な、例えば土嚢とかそういったもののご

要望もありますので、今後、検討してまいりたいと思います。 

簡易トイレは、避難所にとって重要かつ課題というふうに言われています。

狭い町ですので、人数などに応じて、どの避難所で避難生活を行っていただく

かで状況は変化すると思いますが、水洗トイレが使えないようなときの代替ト

イレというのは、町としても、今後早く対策を確立したいと思っております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 大島正光君。 

○１２番（大島正光君） （５）の質問ですが、７月に熱海での土石流災害を受けて、

国交省では、過去に盛り土された土地の安全性を全国で確認することとしまし

た。 

町内での点検の結果をお聞きしたいのと、それから①の今後、盛り土の申請

があった場合の行政のチェック、確認等、合わせて答弁を願いたいと思います。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

三沢建設課長。 

○建設課長（三沢 茂君） 盛り土の点検でありますけれども、７月 16 日から県と自

治体とでやっておりまして、高森町の中では、大丸山公園の東の交差点の町有

地、それから横浜ゴムの吉田にある横浜ゴムの南の町有地、それから北小学校

南の町有地の３箇所で、沢の地形を埋めるような盛り土をしている箇所という

ことで、点検をいたしました。下段にふとんかごを積んでありますけれども、

そこら辺から盛り土してきておりますけれども、異常なく、ひび割れ、それか

ら盛り土にひび割れや水漏れはなくて、異常なしというような状況であります。 

また、盛り土につきましては、町には盛り土に関する条例というものがなく

て、事業者の協議や届け出というものは、基本的には必要がないというような

状況なんですけれども、ただ、盛り土を行う開発の申請にあたっては、事業者

が事業を行う場所、規模、その開発内容によって、砂防法だとか、森林法、農

地法、都市計画法などの法令に基づいて、さまざまな許可や協議が必要とされ

ておりますので、県や町では、この手続きの中で盛り土に対する助言や指導を

行っております。 

また、法令の適用がない小規模な盛り土につきましても、一定規模の盛り土

につきましては、高森町の土地利用の届出に関する条例がありますので、この

中で町と協議をするよう指導しております。 
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長野県自体に土砂条例がありませんので、今後、こういった状況も踏まえ、

県の方の制定の動向を注視しながら、町としても条例の制定について研究して

いきたいというふうに考えております。 

以上であります。 

○議長（小平一博君） 大島正光君。 

○１２番（大島正光君） ありがとうございました。これで終わります。 

 

◇ 通告４番 齋藤 天（２番） ◇ 

○議長（小平一博君） ２番、齋藤 天君。 

○２番（齋藤 天君） 議席番号２番、齋藤 天。 

通告に従い、町民の皆様に向けた「防災」について、質問させていただきま

す。 

天災はいつ起こるかわからないと言われております。私も 3.11 の東日本大震

災で被災し、PTSD に悩んだ時期もございます。災害はとても尐ない高森町に約

10 年前に引っ越してまいりまして、心が癒やされ、現在は日常の生活では困っ

ておりません。 

私の考えは、尐々過剰な防災対策などを思ってしまうこともあるとは思いま

すが、日頃からの危機意識の観点を持って、町民の皆様の安全、安心を守るこ

とは、私たちの責務の一つであると考えます。 

近年、日本各地で災害の危険があり、また、実際に災害が起きております。

昨年の豪雤に引き続き、８月の停滞前線のように豪雤が長時間、何日も降り続

くと、災害がとても尐ない高森町であっても、河川の氾濫、土砂災害などの危

険性が高まり、町民の皆様は心配と不安で夜も寝られないのではないかと思い

ます。また、三六災害から 60 年という節目の年でもありますので、一層気を引

き締めて、町民の皆様の安全、安心で快適な暮らしの実現に向け、答弁を求め

ます。 

それでは、質問させていただきます。 

（１）８月２日の全員協議会にて中塚総務課長に伺いました、ハザードマッ

プの避難所が住居よりも低い場所にあり、洪水の際に危険ではないかと、地域

の方が不安を抱いておりますが、それについての対応の進捗状況はいかがでし

ょうか。 

また、新しいハザードマップが８月の豪雤の際のあたりに全戸配布されまし
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たが、その成果はいかがでしょうか。 

○議長（小平一博君） （１）についての答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） まず、８月２日にご質問いただきました点は、竜口地区

を具体的にとらえてのその皆様のご心配のご質問でございました。 

当時の私の答弁と、その後の事実確認を加えて申し上げますと、平成 27 年に

策定された竜口地区の当時の防災計画では、区民会館周辺の河川浸水想定地域

の一時避難場所は、当時のアピタ高森店などを想定しておりました。しかし、

ここが昨年、経営者が変わり、避難の受け入れを明記していた災害応援協定は

いったん白紙となっております。 

また、段丘上の原城集落は原城の会所に、また、小沼集落は、JR 山吹駅が一

時避難場所として共有をなさっておったところでございます。 

いずれにいたしましても、今後は、各地区の防災計画見直しリニューアル支

援の際に、その課題解決につきましても、担当地区職員と町がお手伝いをして

まいりたいと思っております。協定が必要であれば、町が交渉を担当させてい

ただく予定です。 

なお、当面の策といたしましては、区民会館から国道を渡った西のエリアは、

現在のマップでも浸水想定及び土砂災害の危険想定がないので、あまり雤露が

しのげるところではありませんけれども、一時避難は可能というふうにご認識

をいただければと思います。 

ハザードマップに関しましては、８月 10 日から全戸配布をいたしまして、時

節的にもちょうどという言い方が適切かどうかわかりませんが、全国的な甚大

災害のニュースが席巻していたことも背景として、普段よりもマップを手に取

りつつ、関心や警戒感を強めていただいただろうというふうに推測しておりま

す。 

以上です。 

○議長（小平一博君） ちょっと手を挙げて。 

齋藤 天君。 

○２番（齋藤 天君） 迅速な対応を、より迅速な対応を求めます。 

①に移ります。 

先日の８月の土砂災害では、岡谷市の土石流現場では、垂直避難をした二階

で被災した死亡例も出ております。朝日新聞デジタルの記事では、この家は一
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階よりも二階が危険であったと記されておりました。浸水想定区域は垂直避難

が有効ではありますが、土砂災害エリアはそうではなく、一つの側面で避難方

法を固定するのはよくない。家ごとにリスクは違うと記載されております。 

それを受け、高森町のハザードマップなども早急な修正と住民への情報共有

が急務と思われますが、今後の対応はいかがでしょうか。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） ハザードマップの各種啓発記事には、適切な避難行動の

一つとして、屋内安全避難（垂直避難）というように、これまでの一般論に基

づき記載をしております。 

今回の岡谷市の災害では、地形要因のその特異性はあるかもしれませんが、

これまでの通説、つまり垂直避難の有効性が覆されたというふうに認識をいた

しております。 

もちろん、町内の地形や河川、斜面に対し、住宅や敷地がどのようになって

いるかに応じて、垂直避難が、土石流の場合であってもすぐにすべてがだめと

いうわけでもないと考えられます。 

いずれにいたしましても、今回、特別警戒のレッド及び警戒区域のイエロー

の皆様には、災害が発生する前の段階で避難をしていただけるよう、町として

は早めの避難行動をお願いしていきます。その上で、個別に該当ゾーンの通知

とともに、自宅やその周辺に安全な避難場所があるのかも、アンケートでお聞

きをいたしております。この設問は、先ごろの岡谷での事例を早速踏まえて追

加をさせていただいた設問です。このアンケート結果ですとか、今後の各地区

での防災計画リニューアルの中で、情報共有とかきめ細かな対策、具体的には、

各ご家庭で最適な避難方法を確立すること。それをご家族や、場合によっては

ご近所で共有し合うことなどを推奨してまいりたいと思います。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 齋藤 天君。 

○２番（齋藤 天君） ②の質問に移らせていただきます。 

令和元年８月 31 日の公民館報たかもりの防災特集では、防災めし、ツナ缶ラ

ンプをはじめ、地区ごとの防災情報などが掲載されております。加えて、令和

２年の３月には、３月の「災害に強い高森町」では、各家庭での備蓄量の目安

などが掲載されており、具体的な被災時に役立つ内容になっていると思われま
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す。 

過去の各戸配布物の情報を集積したハザードマップや、緊急時の資料に役立

つ情報の強化を要望したいと思いますが、お考えはいかがでしょうか。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） 多様で、場合によっては、散逸している有益な防災情報

を、どこか一つ、１カ所に集約することでの情報強化というようなご要望をい

ただいたところでございます。ありがとうございます。 

確かに有効ですので、まずは町のホームページの防災ページなどに、場合に

よってはリンクを貼ったりとか、目立つような形にいたしまして、情報を集約

したいと考えております。ありがとうございます。 

○議長（小平一博君） 齋藤 天君。 

○２番（齋藤 天君） 次の質問に移らせていただきたいと思います。 

８月の前線停滞による長期豪雤の際には、行政の方々が状況把握と避難所や

災害対応などに迅速に奔走されておりました。また、議員各位も、有事の際の

対応のため待機され、情報を見守られていたと思います。皆様に心から感謝し

たいと思います。 

災害が起こる可能性が高い場合に、警報や注意報が出されますが、避難所へ

の実数が尐なかったと思います。その原因と対策などありましたら、お教えい

ただけますでしょうか。 

○議長（小平一博君） （２）についての答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） 先ほどのご質問で、大島議員からもご案内がありました

が、８月また５月の 21 日の避難指示等では、わずかの人数でございました。 

これらの原因については、今後、実施中の、いま実施中の土砂災害警戒ある

いは特別警戒区域にお住まいの世帯へのアンケート結果などを得てから分析し

てまいります。 

避難先は、ご承知のとおり、避難所のみではなく、自宅周辺の安全な場所、

あるいはゾーン外の親戚・知人宅もあり得ますので、そうした避難行動が、尐

なくとも５月の避難指示の際に各自でなされていたかという検証も必要です。

そのあたりの見極めや対策に努めてまいりたいと思います。 

以上です。 



 －110－   

○議長（小平一博君） 齋藤 天君。 

○２番（齋藤 天君） 次の質問に移らせていただきます。 

町の町民の皆様の立場に立った危機意識についての観点が足りないように感

じたんですが、そのあたり、いかがでしょうか。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 町として町民の皆様には、その危険な場所であったり、そう

いった皆様に、お住まいの皆様にきちんと周知をしていくというのが第一だと

思ってはおりますけれども、そこにお住まいの皆さんは、三六災から 60 年経過

している、これまで大きな災害をしていないというようなところで、今回も大

丈夫だろうという正常性バイアスが働いてしまうということは、どうしもて否

めないというふうに思っております。 

ただ、やはりいつ災害が起こるかわからないというそういうことを考えてい

ただく、そういう機会を設けなきゃいけないであろうし、きちんと話し合いも

しながら、最終的には、まず避難をしていただくということをお願いするよう

な取り組みを、町としては充実させていただきたいと思っております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 齋藤 天君。 

○２番（齋藤 天君） 町民の皆様への町のアンケートなど実施されてはおりますが、

危機意識の情報共有という観点では、その成果があまり出ていないのではない

かと感じていますが、いかがでしょうか。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） 今ご案内いただいたような、私どもの広報などの活動の

すべては、危機意識も含めまして、届けたい先の町民の皆様に、きちんと情報

や共感が伝わることが責務だというふうに認識をいたしております。 

議員ご指摘のように、共有・共感していただけるには、避難の実態などから

勘案しても、まだまだ改善余地があるというふうに認識をいたしております。

その情報の量や質、タイミング、あるいは若者からお年寄りまでに適した多様

なツールをどのように用いるのか、試行錯誤もございますけれども、今後努め

てまいりたいと思います。 

以上です。 
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○議長（小平一博君） 齋藤 天君。 

○２番（齋藤 天君） ８月に町内の豪雤で起きました被害の状況と原因、被害状況

と原因ですね、あとは復旧活動、また今後の修繕補修の予定などは、町民の皆

様への情報共有はされておりますでしょうか。 

○議長（小平一博君） ③についての答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） そのような被害状況などにつきましては、現状では、議

会のほか区長会にお伝えしたところでございます。不動滝線など利用する方が

多い路線につきましては、不動滝の情報に関するところで、当面こういった理

由で通行止めだよというようなことをお知らせしております。 

町民の皆様への十分な情報共有という点では、先ほどの答弁のとおり、まだ

まだ改善余地があるかと思いますので、議会、区長会にとどまらず、直接的に

町民の皆様に届くような情報共有に努めてまいりたいと思います。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 齋藤 天君。 

○２番（齋藤 天君） さらに安全な高森町をつくるため、自治体と住民自治を高め

るためにも、私たちと町民の皆様相互で情報の共有が容易にできることが一つ

の方法であると考えております。これまで行ってまいりました町民の皆様との

懇談会など、直接お話が聞ける機会は大変重要ではございますが、コロナ禍の

中、実施が難しいのが現状でございます。しかし、災害は待ってはくれません。

現行の方法に加えて情報発信、情報共有の強化、検討を、アナログ・デジタル

両面でされてはいかがでしょうか。要望させていただきたいと思います。いか

がでしょうか。 

○議長（小平一博君） ④でいいんですね。 

○２番（齋藤 天君） はい、④です。 

○議長（小平一博君） ④の答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） ご提案に同感でございます。そのような双方向ツールは、

まず若い方に関心を持っていただくためにも必要かと存じます。 

本年度は、当初予算に、今年の下半期から、現在の高森町公式 LINE アカウン

トを強化をいたしまして、災害であるとか、場合によっては、道路等の異常通

報に限ってユーザーさんからの通報機能ですとか、あるいはアンケート機能を
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スタートする準備を進めていますので、有効なツールの一つになると考えられ

ます。多くの町民に登録していただけるように普及に努めてまいります。 

その一方で、議員もおっしゃったとおり、まちづくり懇談会など多様な直接

対話の機会というのは、コロナ禍を前提としても依然として大切だと考えます。

オンラインでの会議やチャットなどももちろん便利ではありますが、対話の場

でこそ生まれる、場合によっては、その危機感も含めました共感や創発の機会

づくりに、先ほどの防災計画の策定などはちょうどいい機会かなとも思います

けれども、それらも含めて機会づくりに努めてまいりたいと思います。 

○議長（小平一博君） 齋藤 天君。 

○２番（齋藤 天君） これからもよりよい高森町をつくるために、一緒に尽力させ

ていただければと思います。 

以上で終わります。 

○議長（小平一博君） ここで休憩に入ります。 

11 時 25 分、再開をいたします。 

 

休 憩  午前１１時１２分 

再 開  午前１１時２５分 

 

○議長（小平一博君） 再開いたします。 

 

◇ 通告５番 木下啓爾（８番） ◇ 

○議長（小平一博君） ８番、木下啓爾君。 

○８番（木下啓爾君） 議席番号８番、木下啓爾です。 

これから、令和元年度から継続しております「町民主体のまちづくり活動支

援事業」について、ご質問をいたします。 

早速項目Ⅰです。 

町民主体のまちづくり活動については、壬生町長の公約、町民の皆さんと７

つのお約束のプラン２で、「継続できる自治会組織に向かい、町民が支える公共

活動団体、地域ボランティア、NPO などの育成及び支援を目的に、町民住民税

の１％を助成する制度を創ります」と言われて始まりました。 

そこで、この事業は本年度で３年が経過しますが、町長のこの事業に対する

成果と課題をどのように考えておられるのか、お聞きをいたします。 
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○議長（小平一博君） （１）に対する答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 成果と課題ということでございますけれども、まず、成果と

して、１つとして、まちづくり活動に関心を持ったり取り組んだりする団体が

顕在化してきているということ。２番目に、新たにまちづくり活動を立ち上げ

る際に、資金として後押しできるということ。３つ目として、実際に安価のサ

ービスを提供して、経費を上回る活動資金を得る団体が増えてきているという

ようなことになります。 

一方で、課題としてですけれども、この制度ができる前から自主的に活動し

ている団体、こういった皆さんの申請が多かったということ。２つ目としては、

補助金以外の他の活動資金を得る努力であったりとか、持続可能に向けた工夫

があまり見られないというようなところです。 

一番の課題でありますけれども、全体として担い手が高齢化がしていること

が多くて、まちづくり活動を行う町民、関心を持つ町民、まちづくり活動を行

う、まちづくり活動に関心を持つ町民の割合ですね、これについては、減尐傾

向にあるということであります。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 木下啓爾君。 

○８番（木下啓爾君） 成果と課題をお伺いをいたしました。 

続いて、①の質問でございます。 

過去３年間の記録を調べてみました。まず、申請者の数ですが、元年度は、

みんなで協働型・まちと共創型 20 件、令和２年度は、みんなで協働型・地区主

体型・みんなで経営型 20 件、令和３年度は、みんなで協働型・地区主体型・み

んなで経営型、さらに、まちと共創型の計 26 件となっております。 

何々型の変化を見ただけでも、３年間をかけてこの事業の定着と拡充に向け

た町の取り組みがなされており、私個人としては評価をいたしております。 

ちなみに、申請額の合計は、令和元年度は 115 万円、さらに令和２年度は 326

万円、令和３年度については 340 万円余となっております。金額からも、２年

目から町民に定着しつつあることをうかがい知ることができると思います。 

ただいまの令和元年度から令和３年度までの申請者や合計金額から、令和４

年度をどのように考えて、令和４年度の予算を立てていくおつもりなのか、お

伺いをいたします。 
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○議長（小平一博君） ①についての答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） この事業そのものにつきましては、議員からご紹介もいただ

いたとおり、私の選挙公約ということもございますので、改選を迎える今の段

階で、次年度以降についての状況を申し上げるのは非常に厳しいということで

ございますが、もしもこの事業が継続されるのであれば、これまでの実績や継

続団体数に甘んじることなく、特にコロナ禍という、この制度設計時点では予

想していなかった現状、あるいはニューノーマルですね、ニューノーマルが定

着してきたポストコロナ時代を考えると、これまでの延長ではなく、新たな挑

戦であったりイノベーション、こういったことも必要と思っています。その芽

生えとして、子どもや大学生、若者が積極果敢にまちづくりに挑む動き、こう

いったものも始まってきているということです。 

まちづくりも、「なりたい『あなた』に会えるまち～日本一のしあわせタウン」

を目指して、その取り組みや担い手は、もっと多様で臨機応変であるべきと考

えております。 

よって、ここは過去３年の延長線ではなく、逆に「変える」ということを目

的にすることでもなく、所期の目的である「自治と協働、みんなで動かす元気

な町」を加速するために、最適なあり方を改めて考え直すべきだと思っており

ます。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 木下啓爾君。 

○８番（木下啓爾君） 先ほどの町長の成果と課題、さらに今の回答によりまして、

高齢化問題、コロナの問題等々、３年が過ぎた本事業について、新たな取り組

みが必要とのお考え方、よくよくわかりました。 

②の質問に移ります。 

３月 24 日に実施された議会運営委員会と区長会との懇談会では、区長会から、

町民税１％の活動は利用しづらいとの意見が出されております。町当局にもそ

の報告がいっているとは思いますが、利用しづらいについて、どのように考え

ておられるのか、お伺いをします。 

○議長（小平一博君） ②についての答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 令和２年度の支援金で、複数あった単価を統一したりとか、
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申請書を簡略化してわかりやすくする制度に変更はしております。 

また、活動の目的や計画等について、審査委員会による審査があることなど、

必要不可欠ながらも、手間をかけてしまうということもあるのかと思います。 

そのような点は、区長会にもご説明をさせていただきながら、ご理解をお願

いしてまいりたいと思っておりますし、必要な事項については、先ほども述べ

たとおり、改革、改善をしていくべきと思っております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 木下啓爾君。 

○８番（木下啓爾君） 利用しづらいとのご意見について、町長にお伺いをしました

が、その利用しづらいとのご意見はいただいておりますが、私個人としては、

先ほど申しましたように、申請者数とその額の変化から、町民の皆様に一定の

理解をいただいてきていると考えています。 

その上で、③の質問です。 

町としては、今後の事業の継続と事業の発展のためには、どのような課題が

あるとお考えでしょうか、お聞きをします。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） まちづくり全般、それから政治、こういったものに対して、

一番は無関心という、そういう層の方が非常に多いこと。それから、まちづく

りのいろんなことに関わっていただける方がどうしても高齢化、それから担い

手不足、こういったものが一番の課題だということで、先ほどもご説明させて

いただきました。 

一般的に、働き盛り世代の皆さんは、自分の生活で精一杯で、こうしたとこ

ろまで手が回らないであったりとか、もしくは、自分に直接関係しないことに

全く興味を持てないというふうに言われております。 

当町でも、先ほどもお話があった防災意識の欠如、消防団の定員割れ、自治

会の加入率の低下、こういったものを見ますと、こうしたことが起こることの

一つの要因になっているのではないかというふうに分析せざるを得ないと思っ

ています。 

この事業の目的でもある「自治と協働、みんなで動かす元気な町」、そして町

の目標である「なりたい『あなた』に会えるまち～日本一のしあわせタウン」

の実現に向け、多様な町民の皆様の共感を得ながら、前向きな意欲と力を引き
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出せるためのこの事業が、真に有効な手立てであるかどうかは、町民の皆様と

一緒に考える必要があると思っています。まちづくりの担い手でもある町民の

皆様の意識や仕組みの進化が課題であり、そこを克服して発展の鍵があるとい

うふうに考えておりますので、特にいろんなご意見を議員の皆様からはいただ

きたいと思っております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 木下啓爾君。 

○８番（木下啓爾君） 高齢化社会においては、さまざまなことが高齢者によってリ

ードされている現実がございます。今後もしばらくその高齢者の皆さんのご活

躍が、当事業をはじめ町の行政に、行政事業に多大な力をお寄せいただくこと

になるかと思います。 

それでは、（２）番の質問項目に移ります。 

当事業は、その募集要項で、補助金については、同一事業を継続する場合は

３年までとされています。３年が経って補助がなくなった場合、申請団体の行

動の継続性には不安が残ります。そのことも含めて、町民主体のまちづくり事

業の継続性について、どのように考えているのか、お伺いをいたします。 

○議長（小平一博君） （２）についての答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 現在の事業の規定におきましては、議員からご紹介いただい

たとおり、同一の事業については３年限りというルールでございます。これま

での基本軸であるので、ご理解をお願いしたいと思っているところはあります

が、申請団体の活動を継続するための一番の不安材料が、財源であるというこ

とも理解はしています。それを踏まえても、各団体には、収益性、こういった

ものは考慮していただきたいと思っていますが、活動の種類や内容によっては、

それがもう困難であるということも理解をしております。 

今後、事業を継続するのであれば、こういった皆さんに対応、こういったも

のについてはきちんと町として検討すべきと思っておりますが、やはり申請団

体の皆様の事業の公共性であったりとか、継続性、こういったものについては

客観的にきちんと判断をして、その必要の中できちんと長く続けていっていた

だくことができるのかとか、そういう中で必要な補助があれば検討すべきと考

えております。 

以上です。 
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○議長（小平一博君） 木下啓爾君。 

○８番（木下啓爾君） 私も、この事業の団体に２つ属しております。片方は、いま

町長の言われたように、新たな財源を自ら求める団体、そのことに向かっても

う既に動き始めております。もう一つの団体は、高齢化、さらに公共性等々か

ら、他の収入が計れないでおります。そのことは、いま町長言われたとおりで

ありますので、今後、検討していただくということで、①②の質問を、質問時

間が短縮になっておりますので、①②を合わせて質問いたします。 

①は、３年間の補助が切れる団体はいくつあるか。 

②は、本年度で補助の切れる団体関係者から、継続や発展について、その方

向性や意見、また補助金や町からの支援について要望などが出されているかと

思いますが、その内容をお聞かせください。また、そのことについて、担当課

はどのようにお考えになっているのか、お聞かせいただければありがたいです。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） まず、①のご質問に関しては、10 団体となっております。

３年目で補助が切れる団体が 10 団体ということです。 

②どのような意見がというご質問に対しましては、やはり補助金を継続して

ほしいというお声が、３団体程度からお聞きしておるところであります。それ

が現実です。 

担当する総務課といたしましては、この制度はあくまでトータルの意味でス

タート段階の支援制度でございまして、３年内に何らかの手段で自立する目途

を立てていただくことが前提と、これまでも機会あるごとに、活動団体に対し

て、この趣旨を伝えてきておりますし、まずは、この制度下にある一番ご理解

をお願いしたいというふうに考えております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 木下啓爾君。 

○８番（木下啓爾君） それでは、③の質問に入ります。 

この町民主体のまちづくり活動支援事業は、それらの申請団体、町民の皆様

のボランティアで成り立っております。 

一方、環境水道課が取り組んでいる GAIRAI バスターズは、同じボランティア

ではありますが、スタートとした１年後から資金を支払う有償として運営され

ております。 
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どちらの参加者、GAIRAI バスターズも町民主体のまちづくり活動に参加して

いる皆さんも、それぞれ自分たちがボランティアという立場でやっている思い

と思いますが、共通しているんですが、その町から賃金を支払う有償としての

GAIRAI バスターズと、自主的にやられている団体との違いはどのようなものか、

お考えをお聞きします。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） ただいまご指摘がございました GAIRAI バスターズにつき

ましては、その初年度、令和２年度でしたが、この町民主体のまちづくり事業

１％システムの町と共創型として、補助事業の対象としてスタートいたしまし

たが、その後、令和３年度からは、町としての事業の位置づけや公共性が高い

という認識をしたことから、町が直接謝礼を支払う方式に変えたところでござ

います。この町が直接謝礼を支払う方式は、段丘戦隊ビリンジャーがそうであ

りまして、今３年目になっておるかと思いますが、それぞれ、現在の GAIRAI

バスターズ、それから段丘戦隊ビリンジャーも、町が活動保険に加入をして、

出労当たりその謝礼を支払う方式となっています。 

先ほども申し上げましたが、これらは、現時点では町の重点施策に基づき、

公共性、公益性が極めて高い事業の担い手であるということで、よって、主体

的な活動の補助よりも、町が積極的に進める事業の担い手として、直接に募集

して任命しているというところが異なるという形になります。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 木下啓爾君。 

○８番（木下啓爾君） 町が考えた公共性という視点で、GAIRAI バスターズと各地区

でやっていただいております支援事業と、違いがよくわからないところもあり

ますが、時間の関係もありますので、最後に、（３）の項目に移ります。 

先ほどから申しておりますように、町民主体のまちづくり事業は、確実に成

果を上げていると私は思います。この事業を継続させ、さらにこの事業以外の

場面でも、町民の主体的まちづくりの意識が広がり、また、質的な高まりを図

るために、新たな施策を考えておられるか、お聞きをいたします。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） もうこれまで再三申し上げてきておるとおり、私は、まずは
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義務教育課程で「地域人」を育てるということ。それから高校生・大学生につ

いては、「わかもの☆特命係」の活動。社会人には、「信州たかもり熱中小学校」

での活動、これを展開しているということです。 

今後は、こうした活動を通じ、まちづくりの意識や質的な高まりを目指すに

は、世代間の連携と活動の広報、仲間づくりや成功体験など、新たな施策を展

開するというよりは、いかに活動内容が充実され、広がりを見せているかをき

ちんと広めていくということが大切だと思っております。 

そのことが、まちづくりを自分事として主体的にとらえ、生きがいや自己実

現につながるような質的な高まりであったり、そういったものにつながるとい

うふうに思っておりまして、新しいことを始めるというよりは、きちんとこう

いったことで人材育成を展開してまいりたいと思っておるということです。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 木下啓爾君。 

○８番（木下啓爾君） 町長のお言葉の中にありました人材育成という視点、確かに

そのとおりでございます。 

これから①②と質問を進めてまいりますが、今の町長のご回答とずれる部分

がありますが、ご勘弁ください。 

①の質問です。 

町政主体のまちづくりから町民主体のまちづくりへの移行は、地方創生の上

でも非常に重要な取り組みであると考えます。このことを関係する団体やグル

ープにご理解いただき、補助金がなくなった場合の町の支援を説明する会議を

開催したり、継続のための相談窓口を設置したりするのも有効かと思いますが、

いかがでございましょうか。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） 担当者は、これまでも機会があるごとに、活動資金を得

る工夫をしている団体、例えば、区の作業や高齢者からの草刈り依頼を受託す

るなどの小さなスモールビジネスなども紹介をさせていただいておるところで

あります。 

一方で、団体の自立に向けては、場合によっては、補助金そのものよりも、

団体そのものの運営方法などを、担い手も含めて安定させる必要があるのも現

状かと思います。 
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いずれにしましても、議員ご提言のように、補助金のみでない人的な支援は

有効だと考えます。団体の経営自体にまで踏み込むのは難しいとは考えますが、

町職員が相談窓口となって、必要に応じて有識者の支援を仲介したりであると

か、あるいは制度として機能するような形も研究すべきと考えております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 木下啓爾君。 

○８番（木下啓爾君） ありがとうございます。 

最後に②の質問です。 

町民住民税１％を堅持しながら、さらに発展させていくためには、１％の枠

内、すなわち１％である 500 万余の中で、今の団体への補助金で余る金額を活

用する。それが１％の枠内ですが、での３年以降の支援金を考えることはでき

ないのか。また、１％枠外で考えるとすると、住民主体のまちづくりを支援し

ていこうという別の方法もあるかと考えられます。 

これらのことについて、今から研究、計画を進めていく必要があると思いま

すが、町のお考えをお聞きします。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） まず、これを３年で終わらせずに、４年目以降も継続すると

いうような形になって、どこかでまた期限を設けますと、ここがまた同じ議論

になるというようなことがあるのであれば、やはり根本的なシステムそのもの

を見直さなければいけないということではないかと思っております。 

ただし、先ほども、公共性ってなかなかわかりづらいというお話もあったん

ですけれども、その公共性がきちんとやっぱり担保される事業等については、

場合によっては、その１％の枠の中、枠の外を、両面をにらみながら、きちん

とこの住民の皆さんが活動を継続していっていただける、業者に委託したりと

か、そういうことではなくということで、そういうことができるのであれば、

財源等についても、きちんと町の方で何とかするということを研究しなければ

いけないのだと思っております。 

さらには、きちんとその状況を、こういう活動がされているということを、

町民の皆さんに広く広報するとか、そこの担い手について、町がきちんと募集

していくであったりとか、そういったところも町として責任を持ってやってい

かなければいけないのだと思います。 
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①の質問の中で、町政主体のまちづくりから町民主体のまちづくりというお

話がありますけれども、今までは、どうしても行政に何でも任せてしまうとい

うのが町民の要望で、私たちも一生懸命それに応えてきたことが、まちづくり

を停滞させたというような、そういう側面を持っているかと、私は個人的には

思っております。 

ですので、やはり町がプレイヤーになってしまうのではなくて、きちんとマ

ネージャーになれるような、そういうまちづくりを進めていくことがこれから

は大事だと思うので、ぜひご理解とご協力をお願いしたいと思います。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 木下啓爾君。 

○８番（木下啓爾君） 本日取り上げました事業は、壬生町長の公約だから取り上げ

たわけではございません。町長が代われば考え方が変わるというのではなく、

過去にさまざまな事業名で実施してきた町民のまちづくり支援について、役場

職員や関係町民の創意工夫でここまで練り上げられてきたと私は考えておりま

す。 

今、町長のお考えをお聞きしましたので、この事業の定着とさらなる発展を

期待しながら、私の一般質問を終わりにしたいと思います。 

○議長（小平一博君） ここで休憩に入ります。 

再開は午後１時 15 分であります。 

 

休 憩  午前１１時５１分 

再 開  午後 １時１５分 

 

○議長（小平一博君） 休憩を解き、再開をいたします。 

 

◇ 通告６番 北沢幸保（10 番） ◇ 

○議長（小平一博君） 10 番、北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） 10 番、北沢幸保です。 

それでは、通告に従いまして、信州たかもり熱中小学校について、質問いた

します。 

（１）に入ります。 

信州たかもり熱中小学校は開校から４年目となりました。６期までの受講生
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は、町内者 228 人、町外者 264 人とお聞きしています。また、１期生 103 人に

対して６期生は 52 人と半減しております。 

町長は、この参加人数をどのように分析、評価しておりますか、お聞きしま

す。 

○議長（小平一博君） （１）に対しまして答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） まず、受講生の町内・町外の割合を見れば、もう尐し町民の

皆様に参加していただきたかったという気持ちはあります。しかし、多様な地

域や人との交流は、自分自身の見識を広げる、それぞれの地域の実情などを学

ぶことができるため、参加者に対しては非常に効果があったと考えています。 

６期生の参加者の減尐につきましては、新型コロナウイルスの影響が強いと

考えています。昨年度は、当初の緊急事態宣言による休校により、予定の２期

を開催することができませんでした。開催後も、講師のみならず、生徒にもオ

ンライン授業などをお願いした。どうしてもお互いの温度を感じながら議論す

ることが難しい状況になったということです。さらに、現地での交流を楽しみ

にされていた皆様が、コロナまん延期で受講を見合わせているといったような

結果になっていると推測しています。 

このことは、人が画面を通じてではなく、直接対話することがいかに重要か

を示した結果でもあり、円滑な運営のためにも、コロナの収束ということが非

常に重要だと考えています。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） 補足質問させていただきます。 

多くの方が受講されておるわけですが、参加者からの声は、町長はどのよう

な声をお聞きしておりますか。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 通告にございませんでしたので、参加者のご意見をすべて集

めてあるわけではないですけれども、やはりそこで学ぶことができてよかった

であったりとか、人との交流を通じていろいろを吸収することができた、そう

いったような声を聞いているというところです。 

以上です。 
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○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、①に移ります。 

信州たかもり熱中小学校は、一般社団法人熱中たかもりが、町からの業務委

託を受けて運営しております。全国的にはさまざまな運営形態で運営されてい

るわけですが、町長は、一般社団法人が運営するメリット・デメリットをどの

ように認識していますか、伺います。 

○議長（小平一博君） ①に対する答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） まず、大前提として、同校の運営につきましては、町と一般

社団法人の業務委託契約ではありませんので、補助事業として実施していると

いうことでございます。独立した法人がこの事業を実施することで、いわゆる

行政の規制であったりとか、行政の枠にとらわれることがなく、自由な発想や

人材を生み出すことにつながるというふうに思っております。 

デメリットについては、感じておりません。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） ②に移ります。 

一般社団法人熱中たかもりは、人と人との交流を通じて地方創生を担う人材

の育成を図ることを目的とする、と設立の目的を登記をしております。 

また、その目的を達成するために、起業支援及び起業家の育成に関する事業、

新事業の企画、開発に関する事業、まちづくり、産業振興、観光の価値資源開

発に関する事業などを行うとしております。 

この観点から、一般社団法人熱中たかもりのこれまでの事業の成果、取り組

みに対して、町長はどのように評価をされておりますか。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 熱中小学校の取り組みにつきましては、新たな仲間と新たな

目で新しい発想を生み出し、地域課題の解決を担う人材を育てる、そういうこ

とを目指すものです。その目指す目的の中にこういった事業を掲げてあるとい

うふうに理解をしています。 

豊富な分野の第一人者からの講義は、これまで触れることのなかった知識と

して新しい発想の種となり、地域を越え集まった生徒・講師・関係者との交流
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が新たなネットワークの核となります。 

これまでに複数の部活動が生まれ、昨年度には文化祭を行い、広くその成果

を発表しています。また、地域づくりを学ぶ高校生と活動を行い、農業や地域

課題を考えている人材育成にも関わっています。 

事業が目指す人づくりの成果を、一朝一夕に測りがたいというふうに考えて

おりますけれども、法人として事業の立ち上げから運営に至るまで真摯に対応

していただいており、関係の皆様の努力には非常に感謝をしております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、③に移ります。 

一般社団法人熱中たかもりが行っている収益事業は、どのようなものがあり

ますか。2020 年度は収益はどのくらいあったのか、お尋ねします。 

また、将来、事業収益を拡大して熱中小学校を自主運営できる見通しはある

のか、伺います。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 独立した法人の事業収益について、私の立場でお答えするこ

とは適当ではないというふうに考えますけれども、町から、施設維持管理委託

料として 58 万円が支出されており、一般的にはこういったものが収益事業にあ

たるのではないかと考えます。 

法人が設置の目的を達成するために収益を上げること、これは私も必要だと

いうふうに考えておりますが、それによって地域人材の育成事業が滞るようで

は困るとも思っております。 

町としては、人材育成に関わる経費などについては、この事業を継続する限

り支援する必要があるというふうに考えております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、④に移ります。 

一般社団法人熱中たかもりの令和２年度決算の貸借対照表を見ますと、固定

資産に、子会社株式として 60 万円が計上されています。子会社は何という名前

の法人で、どのような事業をする会社か、伺います。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 
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野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） ご質問にありました子会社でありますけれども、社名は、

合同会社熱中マルシェと申しまして、事業内容としましては、インターネット

上のショップ展開ということで、いわゆる EC サイトの構築と運営となってござ

います。なかなか対面での交流ですとか、都市を訪問してでの交流、販売とい

ったものが難しい中で、それでも活用できる新たな販路であったり、つながり

の切り拓きということで、運営を進めているところでございます。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） 補足質問します。 

その熱中マルシェですかね、この令和２年度実績はどのように聞いておりま

すか。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 同社、熱中マルシェにつきましては、昨年度開設をいた

しまして、本年の４月からショップの展開を行っておりますので、現在のとこ

ろのその実績といったものは計上されてないところでございます。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、⑤に移ります。 

熱中小学校は６期まで行われてまいりました。成果指標が不明確なため、町

民の評価がなかなか得られがたいというふうに感じております。 

町長は、熱中小学校開校後、年度ごとの成果指標といったものをどのように

設定しているのか、伺います。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） この事業にかかわらず、事務事業単位での成果指標について

は設定はしていません。第７次まちづくりプランでは、C-2「いいなを実現、理

想のまちを自分たちで」に該当し、指標 Bがこの事業に関係します。 

指標 Bにつきましては、自主的なまちづくり活動を行っている町民の割合で、

令和２年度実績値は 22.2％、計画値よりは向上しているものの、年々低下して

いるということです。 
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町民の評価が得られていないということでありますけれども、そもそもまち

づくり全体に対する無関心層が増えてきてしまっているということを、これま

でもお話をさせていただいておるところであります。ですので、熱中小学校を

通じまして、できるだけいろんな方にまちづくりを考えていただく、そういっ

た機会の一つとなればと思っております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） 補足質問をお願いします。 

熱中小学校の成果指標は設定してないということでありますが、1,000 万を

超える年間の事業費を使っておるわけですが、そういった中で熱中小学校に対

する評価の基準を持っていないというのは、ちょっとまずいんじゃないかなと

いう気がしますが、再度答弁をお願いします。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 金額ベースでお答えするとすれば、町がやっている事業でそ

れ以上の事業はたくさんあるわけですけれども、そういったものについても、

事務事業ごとでの例えば成果指標を設けての評価、そんなことを始めますと、

町の 600 ある事業をすべて評価しなければいけないということになりまして、

職員に対しても大変負担になるということであります。 

各事業ごとについては、担当職員がそれぞれ評価をして次年度予算要求をす

る。それが施策に対してどういうふうに直結しているのか、またはチャレンジ

３や将来像に対してどういうふうに直結しているのかというのを考えながら、

事業をやらせていただいておるということは、これまでも何度もご説明をさせ

てきていただいたつもりです。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） なかなか町民が、評価する基準がないというのもおかしな

話というかね、そんな気もします。 

続いて、⑥に移ります。 

年度ごとの成果・課題・対策を、一般社団法人熱中たかもりと事業委託では

ないと言いましたね、町とその共有して PDCA サイクルで成果を追求していかな

ければならないというふうに考えます。具体的にどのような場で協議をして成
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果を追求しているのか、伺います。 

○議長（小平一博君） ⑥に対する答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 具体的な事業の進め方につきましては、補助事業者から

提出されます事業計画につきまして、一緒に検討するとともに、いま必要な都

度、それぞれの都度都度で協議をさせていただいているといったところでござ

います。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） あまりその協議もしてないというか、成果ごと、成果ごと

というか、年ごとに事業計画は見ておるんだけれども、事業報告等はどうなん

でしょうか。事業報告は町の方へ届いておるんでしょうか。 

○議長（小平一博君） 補足ですか。 

○１０番（北沢幸保君） 補足で、すいません。 

○議長（小平一博君） 補足ですか。 

○１０番（北沢幸保君） はい。 

○議長（小平一博君） それでは、ただいまの補足質問に対して答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 当然、事業結果につきましても、実績報告をちょうだい

しておりますし、それらに基づいて次年度に向けた事業計画、あるいは予算の

要求といった協議の中で、どういった事業を進めていくか、進め方をしていく

かといったことは、都度都度協議をさせていただいているところでございます。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、⑦に移ります。 

2020 年度までの熱中小学校の成果に対して、町長は 100 点満点で何点を付け

られますか。また、成果を 100 点に近づけるために、関係部署にどのようなこ

とを指示しておられますか。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 関係課に対しましては、この活動を通じて、地域のことを自

分事として考えることができるような授業内容の充実であったり、地域内で頑

張っている方などを講師にお招きして、身近で刺激のある授業展開をするよう
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に、それから生徒同士の交流はもちろん、地域の皆様とも交流が図れるような

イベントの企画運営、世代間交流が図られること、プラス現時点では、アグリ

交流センターが熱中小学校を起点に活性化すること、千早原の耕作放棄地を活

用すること、こういったことを指示をしております。 

これらに対し、これまでの活動を点数で表すなら 90 点ほど、成果を表すなら

30 点を付けますけれども、たった３年間でこれを評価するのは非常に難しいか

と思っております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） なかなか成果が、町長も評価しにくいという返事をいただ

きました。 

で、⑧に移ります。 

国からの補助金が令和２年度で終了しました。町長からは、５年間あると思

っていたのに３年間で終わってしまったというような報告がされております。

そういった３年間で終わるということに対して、いつ頃気づいたのか。また、

原因はどこにあったのか、お聞きします。 

○議長（小平一博君） ⑧に対して答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 地域再生計画に謳いました大人の社会塾を中心とした人

材育成による地域活性化事業といったメニューでございますが、こちらは山形

県の高畠校を皮切りに、全国の熱中小学校が、それぞれ独自の運営を行いなが

らも連携して取り組むことで、地方からの人材育成を目指す計画として、地方

創生交付金の交付を決定されたものでございます。 

当初、平成 28 年度に決定になったこの計画に対しまして、当高森町は、平成

30 年度から参加をいたしました。この参加時点から５年度間といった説明を受

け、事業期間とするものと理解してまいりましたけれども、昨年、令和２年の

夏頃であったかと思いますが、この頃に新年度予算編成に向けて打ち合わせを

したところ、事業期間は、そもそもの全体の当初申請をした 28 年度から５年度

間に限るといった判断を示されたものでございます。 

こういったさまざまな地方創生に関する事業が進捗する中で、国の中でもそ

ういった整理がされ、見直しがされて、そういった判断につながったものと理

解をしております。 
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以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） ⑨番に移ります。 

令和２年度末に、南信州高森町まち・ひと・しごと創生寄附活用プロジェク

トに寄せられた企業版ふるさと納税を元に、高森町地方創生寄附活用基金を創

設しております。 

令和３年度の熱中小学校の運営は、この基金を取り崩して何とか運営できる

というふうに考えるわけですが、令和４年度以降は、熱中小学校の事業費をど

のように捻出する予定なのか、伺います。 

○議長（小平一博君） ⑨の答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） ご質問に対しましては、熱中たかもり、法人であります

一般社団法人熱中たかもりが、次年度の事業をどう考え、どんな費用を見込ん

で収入を立ててくるか、そういった事業計画を聞き取りながら、次年度予算編

成に向けて検討してまいりたいと考えております。 

お預かりしました寄付など篤志につきましては、その趣旨に沿って有効に活

用を図るべきだと考えております。 

以上でございます。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） 補足をお願いします。 

事業計画を見てから対策を考えるというような答弁でありましたが、逆に令

和４年度になって、計画に金額が足らないと、基金の金額が足らないという状

況が発生した場合はどうされるのでしょうか。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 先ほど、町長からのお答えもありましたとおり、この事

業につきましては、人材づくりとして一定の町からの支援も欠くことができな

いだろうというご説明をさせていただいておるかと思います。そんな事業計画、

法人から出される事業計画と、それに対して町として求めるその補助事業とし

ての有効性を鑑みながら、来年度予算の中で検討してまいりたいといったこと

で考えております。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 
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○１０番（北沢幸保君） 補足です。 

補足というか、そうすると、基金をまず使った 

○議長（小平一博君） ちょっと待ってください。今は補足じゃないですか。 

○１０番（北沢幸保君） もう１回補足でいいですね。補足で、すいません。 

来年度基金が足らなければ、一般会計だとかほかの財源を使っていくという

ことでよろしいんでしょうか。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） そのとおりでございます。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、⑩に移ります。 

高森町地方創生寄附活用基金は、熱中小学校以外にも活用できるかどうか、

伺います。 

また、南信州高森町まち・ひと・しごと創生寄附活用プロジェクトに続く、

新たな地域再生計画の認定を受ける計画等ありましたら、重ねてお伺いします。 

○議長（小平一博君） ⑩に対する答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 現在いただいております寄付につきましては、特に寄付

を募集している事業として掲げて、寄付者もその意向に賛同されてご寄付をい

ただいたものでございます。 

昨年度につきましては、株式会社内田洋行様から 100 万円、株式会社ヤマウ

ラ様から 1,000 万円のご寄付をいただいておりますので、これらにつきまして

は、寄付者の意向に則って、熱中小学校運営支援に充てていく考えでおります。 

再生計画への記載につきましては、そのほかの事業につきましては、広く企

業の皆様にご支援いただきたいような事業が上がってきましたときには、その

都度検討してまいりたいと考えております。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） 補足ですいません。要望ですいません。 

今、看養禍の中で大変 

○議長（小平一博君） 要望ですか。 

○１０番（北沢幸保君） 要望はいいですね。 

○議長（小平一博君） 要望ですか。 
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○１０番（北沢幸保君） 今の答弁に対する要望。 

○議長（小平一博君） 質問でなるべくお願いしたいと思いますが。 

○１０番（北沢幸保君） はい。それじゃあ看養禍の中で、コロナ禍の中で、ほんと

にいま頑張っておられる介護だとか、看護だとか、保育だとか、エッセンシャ

ルワーカーの皆さんがおります。そういった皆さんが、進学したり、また地元

に戻ってきて就職するといったことも、地方創生の中の大事な柱だというふう

に私は考えます。そういった基金を、これもやっぱりそういったことを企業に

訴えて、地方創生のあのふるさと、企業版のふるさと納税なんかも募集したら

いかがかなというふうに感じるわけですが、どうでしょうか。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） いろんなメニューが考えられるとは思うんですけれども、地

域再生計画に掲載する基準がございますので、そういったものに、例えば、医

療従事者の皆さんへの支援であったりとか、そういったものを掲載することは

難しいかと思います。 

やはり地域が活性化していく、そういった取り組みに対しての寄付の募集に

なっていきますので、この事業に限らず、幅広くいろんな形で企業の皆様から

寄付をいただけるような、そういう努力はしてまいりたいと思っております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、⑪に移ります。 

４年間に熱中小学校につぎ込んだ事業費は約 7,600 万円となっています。町

の監査委員会は、財政援護団体として、高森町まちづくり振興公社、高森町商

工会、高森町社会福祉協議会の監査を行っています。一般社団法人熱中たかも

りも、町から毎年 1,000 万を超える財政支援を行っている団体でありますので、

監査委員会の監査をするべきではないでしょうか。 

また、産業建設委員会にも決算書と事業報告書を提出するべきではないかと

いうふうに伺います。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

下井代表監査委員。 

○代表監査委員（下井 明君） 財政的援助団体等の監査については、毎年、年度末、

年度毎に一定の団体を抽出し、補助金等の交付が目的に沿って適正に執行され
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ているか、効率的、効果的な業務運用をなされているか等について、監査をし

ています。 

一般社団法人熱中たかもりも含め、監査対象となる団体は多数あるため、計

画的に監査を行います。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 補助金が、産業建設委員会に決算書等ということでございま

すけれども、補助金が適正に執行されているかを確認をするのは、行政の役割

だというふうに私は思っております。 

その上で、議会が決算書、事業報告書の提出を求めるということであれば、

補助金を交付する団体に対して、議会側の方からその旨を説明し、同様の団体

すべてについてお願いすることが必要であると考えております。 

基本的には、自治法で定められているまちづくり振興公社のように、町が５

割以上出資している団体とは異なる団体になりますので、議会がそれを求める

必要はないというふうに私は理解しております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） 補足をお願いします。 

下井監査委員の方から、年度初めの計画に沿って監査を進めているという答

弁がございました。来年度、その熱中たかもりを入れるかどうかの検討余地は

あるんでしょうか。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

下井代表監査委員。 

○代表監査委員（下井 明君） 時期については、監査事務局と調整し、行うように

したいと思います。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、⑫に移ります。 

熱中小学校の目的は、地元を愛し、スキルを身につけ、高い志で地域活性化

の役割を果たしていく場、新しい仲間と出会い、交流し、創発的な新しい世界

を創り出し、表現・実践していく場、との説明がされています。 

この観点で費用対効果を検証し、熱中小学校を続けるのか、やめるのかの判

断をする時期に来ているのではないかというふうに感じております。 
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町長は、どのような状況になったら閉校の判断をするのか、伺います。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） まず、先ほどの木下議員の話とも同じになるんですけれども、

この事業は私が公約に掲げていることにもなりますので、もし町長が代わるよ

うなことがあれば、その方がどう判断されるか、どういうまちづくりをされる

かによって、いろんなことが条件としては異なってくると思います。 

私は、熱中小学校で地域の人材育成を進め、その活動の拠点としての機能を

担っていく、そういったことを目指しています。新型コロナウイルスなどの活

動自粙の影響もあり、事業運営には課題は多いと思っていますけれども、社会

に出た地域人材の育成拠点は、今のところ、高森町では熱中小学校のみです。 

今後、この事業を通じなくても、地域課題を目指す自発的な活動を輩出して

くれるような他の取り組みが始まれば、役割を交替していく、もしくはやめる

といったことが考えられるかもしれませんが、現状では、町として活動内容の

充実や多世代での参加者が増えるような支援をして、継続してまいりたいと思

っております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、⑬に移ります。 

いつ、どのような成果が出るのか、企業版ふるさと納税がいくら集まるのか

など、気にしながら熱中小学校を続けるのではなく、地域おこし協力隊、地域

おこし企業人、地域活性化企業人、地域プロジェクトマネージャーなどのやる

気、経験、スキルのある人材登用制度を有効に活用して、高森町の課題解決や

地域創生を進める方が、費用対効果は格段に上がってくるのではないでしょう

か。 

そして、これらの制度は、国や企業が一定期間、人件費を賄ってくれますの

で、町の財政的負担は軽減され、町が期待する課題解決や地域創生の目的を、

目標を具体的に前進させることができるんではないかと考えます。 

町長の見解を伺います。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 議員がご提案いただいたとおり、地域課題の解決をテーマに
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外部人材を登用する方が、短期間で効果は上がるというふうに思っております。 

ただ、これまで申し上げているとおり、地元の人が、地域の人が、いろんな

ことに気づいて、地域を深く知り、この地域に根付いた人たちが行動するまち

づくり、そういったものを私は目指しております。 

その手段として、例えば、熱中小学校へ地域おこし協力隊などを登用すると

いう、そういうご提案であれば、検討はさせていただきたいと思います。 

ぜひ、まちづくりや地方創生を短期的な見方で考えるのではなく、長期的に

継続できる、持続可能な高森町であるためにはどうあるべきかという観点を大

切にしていただき、頑張って行動している皆さんをぜひ応援していただきたい

と思います。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） まとめとします。 

令和２年度の監査報告では、町の厳しさを増す財政状況を十分認識し、効率

的で効果的な施策の実施や予算の執行に努める。第７次まちづくりプランに掲

げた将来像の実現に向けて、限られた財源を最大限に生かし、一層の効率的ま

つ効果的な行財政運営に努められたいと指摘をしています。 

この点からも、信州たかもり熱中小学校は、正念場を迎えているというふう

にご指摘させていただきまして、熱中小学校、講義を、専門の人たちを呼んで

講義を受けてもらう。それで人材育成をするということを、町長は期待してお

るわけですが、そこを聴いた人たちがアクション、行動を起こさなければ、熱

中小学校の意味は、人材育成したことにはならないと思うんですね。講義を開

いておるだけでは。そのことを今度４年目になっておりますので、成果が出る

ように、なお一層、町も熱中たかもりの方も頑張っていただきたいというふう

に思います。 

以上です。 

 

◇ 通告７番 三浦喜久夫（７番） ◇ 

○議長（小平一博君） ７番、三浦喜久夫君。 

○７番（三浦喜久夫君） 議席番号７番、三浦喜久夫でございます。 

通告に従い、一般質問を行います。 

感染症と大規模災害における分散避難と避難所運営について、というテーマ
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で質問を続けていきます。 

新型コロナ感染症の収束が未だに見えません。コロナに関係なく、自然災害

は毎年必ず襲ってきます。気象変動からくる異常気象ともいえる自然災害、そ

れと形を変えて襲ってくる見えないウイルスの災害、この２つの災禍が同時に

襲ってきたら、どう対処したらよいのか。 

ある程度予測ができる台風や豪雤による土砂災害などの危険性は、気象情報

やハザードマップなどで予測され、危険地域に住む人が対象となります。先ほ

ど来お話が出ておりますけれども、今年も避難情報を出され、福祉センターな

どに避難所が開設されております。また、役場の駐車場など車で避難する体制

も組まれているのが現状だと思います。 

今回の私の質問は、新型コロナ感染症の中で、いつ起こるかわからない突発

性の大地震、この２つの災禍が重なって起きたときを想定して、各地域の避難

所体制の構築と避難所の安否確認などについて、自主防災組織と連携して地域

防災計画でマニュアル化していくこと、車中避難を選択する町民の皆さんに、

そのルールを共有しておく必要性を感じ、質問をしていきます。 

ハザードマップが更新されました。避難所の収容人員は、2019 年版と今回変

わっておりません。コロナ禍においては、避難所内で指定避難所で距離を置く

ことを考えると、収容人員は尐なく考えておいた方がいいと思いますが、今回

の修正で収容人員を変えてなかったのは、理由をお聞かせ願いたいと思います。 

○議長（小平一博君） （１）の答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） まず最初に、前提といたしまして、２つの災禍というお

話ですが、大型の突発地震が発生した場合に、短時間で住民の安否確認を行い、

被災された方を避難所へ収容しながら、被害状況の確認を行う必要があります。

初期対応は、場合によっては、新型コロナウイルス感染症対策よりも人命の救

助、避難等の方が優先される事項が多いということを、まずご理解をいただき

たいと思います。 

その上で、豪雤災害については、可能な限り災害発生を予測しながら避難の

お願いをしているため、避難所以外の避難も当然ながら有効となります。 

こうしたさまざまな状況を仮定しつつ、避難所の定員などを検討するため、

新型コロナウイルス感染症拡大防止を理由に、避難所の定員を減員することは

まだ検討していません。 
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また、この指定避難所の内容変更などは、県などとの協議調整を経て、町の

地域防災計画、地域といっても町全体の防災計画の変更手続きを経る必要があ

ります。 

しかし、その中でもできる限り感染症への備えをするために、マスクや消毒

液などを準備し、さらに 100 セットの避難所用テントを保有しておりまして、

必要があれば、各地の避難所にも分配も可能です。 

有事の際には、その設置スペースや実際に避難された人数、世帯数などに応

じまして、密や換気の状態を見つつ、臨機応変に可能な限り感染防止に努めつ

つ対応したいと考えております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 三浦喜久夫君。 

○７番（三浦喜久夫君） それでは、①番の関連質問に移ります。 

避難所内では、運営する側も避難してきた人たちにとっても、避難者が尐な

い方がベストでございます。自宅が安全なら、無理に避難所へ避難する必要は

ない。安全が確保できれば、自宅が一番であると思います。 

耐震補強率は、まちづくりプランの指標で 83％となっております。まずは町

内居住建物の耐震強化を 100％にすべきと考えるわけであります。 

逃げる避難から、安全な家を確保することも防災の一つです。地震に強い家、

コロナ禍のみならず突発性の地震に際しては、尐しでも安心を買うことができ

ると思いますけれども、いかがでしょうか。 

○議長（小平一博君） ①の答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） 先ほど 80％を超える当町の耐震化率をご紹介いただきま

したけれども、国、県、町の補助制度を活用したとしても、どうしても個人の

負担は必須となりまして、公的な予算にも限界があります。 

これまで建設課が担当する「とうかい」防止事業によりまして、町内の住宅

耐震化率は進んでおりますが、個人の財産管理にも関わる問題でありまして、

尐子高齢化が加速する中で、いかに補助制度や啓発推奨を行おうとも、100％と

いうのは極めて難しいと考えられます。可能な限り「とうかい」事業のあっ旋・

普及・活用の促進と、併せまして、避難支援などのソフト施策が同時に進める

べきと考えております。 

以上です。 
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○議長（小平一博君） 三浦喜久夫君。 

○７番（三浦喜久夫君） それでは、②番の関連質問に移りますが、避難が困難な要

支援者に対しては、町や自治会の役員また社協や民生委員が、規約に基づいて

要支援者名簿を持っております。しかし、一刻を争う有事の際に、安否確認や

避難誘導をどう対応してよいのか、わからないのが現状かと思います。 

また、災害時の要支援者の個別支援計画がきちんと作成できている地域は尐

ないと思っております。 

避難したくても簡単にはできません。できない。また、避難させたくても即

時に対応できない。要支援者の対応、できる限り安全な家にしておくという考

え方で、そのような方の家を中心に耐震強化をするということを考えることに

ついてはどうでしょうか。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） 先ほども申し上げたとおり、限りある予算あるいは多様

な条件のもとで、町内住宅の耐震化をさらに進めるために、選択と集中を図る

という上では、避難行動要支援者を中心にというのは、有効な方策であると思

います。 

ただし、やはり費用の自己負担などがネックであるならば、例えば、寝室や

居間を主とした家具の転倒防止など、できることから促進するような取り組み

は当然考えられるかと思っております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 三浦喜久夫君。 

○７番（三浦喜久夫君） 今まで言われておる基礎的な自宅でのそういった対策強化、

防災・減災に向けての対策はぜひともお願いしたいと思います。 

③の関連質問に移ります。 

コロナ禍ということから、分散避難ということが言われるようになりました。

車中避難や知人や親戚の家に避難する、そういった指導も行われております。

車中心の当町は、コロナ禍での大規模災害時には、避難所よりも車中避難を選

択する人もこれからは増えるんではないかと予想されます。となると、安全な

駐車場などが避難スペースになります。トイレなどが使え、避難者が連絡を取

りやすいなどを条件に場所を選ぶのではないかというふうに考えるわけでござ

います。 
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これからは、指定避難場所として、駐車場を利用できる場所は多い方がいい

と考えております。現在協定を結んでいる、先ほど旧アピタの話もございまし

た。駐車場を利用できる避難場所を含め、今以上にそういった協定を結ぶこと

を提案したいと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（小平一博君） ③に対する答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） 公園や公共施設なども含めまして、安全な駐車スペース

とトイレ・手洗いがあるならば、一時的または数日間などの短期間であれば、

車中避難というのは有効だと考えられます。 

先の８月 20 日には、伊那市が、市内の製造品工場の２社と、災害時の車中避

難先として、各社の駐車場を提供する協定を締結されております。 

確かに、感染症やプライバシーなどにナーバスな方は多いと予想され、識者

の間でも、短期間なら車中避難の有用性が議論をされています。今後、検討し

てまいりたいと思います。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 三浦喜久夫君。 

○７番（三浦喜久夫君） それでは、④番の関連質問に移ります。 

先ほど公園などというような話も出ましたけれども、町内各所に車での避難

ができ、トイレなどの整備がされて、物資の供給ができそうな場所は、私も思

い浮かべても結構あると思います。当然、町内各地の、今お話がありましたよ

うに、公園なども含めて、その対象として候補としては挙げられると思います。 

役場の方で管理がしやすく、また、自主防災会とも安否確認が取りやすい場

所、そういった場所を選定して、ハザードマップに車中避難ができる指定避難

所を付け加えることを提案したいと思いますけれども、どのようにお考えでし

ょうか。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） ハザードマップにつきましては、ご承知のとおり、更新

配布したばかりでございますので、早々の再更新というわけにはまいりません

けれども、先ほどご提案の民間駐車場より先に、いま列挙されたような町など

の公共施設を主とする各指定避難所の屋外に車中避難が適当か否かというのを

まず判断できるかと思います。 
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先ほど申し上げた安全性ですとか、トイレ・手洗いなどの利用条件をクリア

して、かつ屋内避難所の利用者の方に支障がないというようなことになりまし

たら、町のホームページや広報誌などでお知らせしてまいりたいと思います。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 三浦喜久夫君。 

○７番（三浦喜久夫君） 車中避難、そういったことについては、これからお話する

中で進めていきたいと思いますけれども、質問する中で、そういった自家用車

で車中避難をする場合には、やっぱりそのデメリット・メリットたくさんある

かと思います。エコノミー症候群などの健康面、また移動の際の渋滞であると

か、危険箇所を通過するときの課題であるとか、先ほどありますように、何日

間そこで避難生活を続けなければならないのか、そういった車中避難における

課題というものが多いわけでございます。 

その反面、他人を気にする必要はありませんし、一見すると、個人行動のよ

うに感じますけれども、車中避難者に対しては、個々の対応でないことをしっ

かり了承してもらった上で、避難態勢をつくっておきたいものだと思っており

ます。 

あくまでも地域のコミュニティがあって、自主防災組織の中で地域防災計画

があって、それを前提にした避難行動であることを、車中避難者にも把握した

上で行動してもらいたいと思っております。 

また、自治会未加入者なども車中避難する方もいるかと思うんで、先ほど大

島議員が、ルールづくりを、町が先に立ってルールづくりをという話もござい

ましたけれども、そういった車中避難のルールをつくりて、すべきであると思

いますけれども、いかがでしょうか。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） 車中避難の検討の際には、今言った自主防災組織ですと

か、各地区との安否確認、いるのか・いないのか、どこに行っちゃったのかと

いうような不安の共有なども、不安がないようなそういったことも含めて、一

定のルール構築は不可欠だと思いますし、また、民間事業者にご協力いただけ

る場合、あるいは公共施設においても野放図ではない、当然ながら受け入れる

というか、駐車させる側にとってもルールが必要かと思います。 

まずは、住民の皆さんの広く一般的な理解も含めまして、災害の種別に応じ
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た有効性ですとか、そういった体制の構築が具体化できるかというところを先

決に検討すべきと思っております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 三浦喜久夫君。 

○７番（三浦喜久夫君） そういった運用のルールということはきちんと整備して、

町民の皆さんと共有しておくというところで、また二次災害が防げると思いま

すので、そういったところを進めていってもらえればと思います。 

⑥番の関連質問に移りますが、今年、新たな地域防災計画を作成するという

話でございます。車中避難者の安否確認の方法、また物資の供給なども、先ほ

ど来質問しておりますように、ルール化して、それを自主防災組織とも共有し

ておく必要があるかと思います。 

車中避難、分散避難について、町の職員や地域の自主防災担当者が、そうい

った車中避難者を、避難所と同じ態勢で運営していくと、そういったマニュア

ルも必要かと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（小平一博君） ⑥の答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） まずは、基本的な避難所の運営マニュアルみたいなとこ

ろが、替わりゆく役員の皆さんの中で、６、７年前に地区防災計画で決めた、

それが果たして実現可能なのかというような検証が必要かと思いますので、一

足飛びに車中避難も含めて、分散避難も含めてというところは、地域にとって

は尐しハードルが高いかと思いますけれども、そういったお考えもお聞きをし

ながら、今後、策定を進めるべきかと考えています。 

ただし、車中避難者の個別の対応やケアの負担が著しくその避難所を運営す

る方にとって増える、あるいは個別化することで、避難者相互に協力し合って

発揮しうるような、見守ったりとか助け合ったりとかというのが、個別分散化

することによって、私は私というような、その誤ったような考え方であるとか、

機能の低下などには、尐なくとも留意が必要だなというふうには考えておりま

す。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 三浦喜久夫君。 

○７番（三浦喜久夫君） 基本的なマニュアルの検証、これもまずはなくては次の段

階へ進めないと思いますが、せっかく地域防災計画、自主防災計画をまた作り
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直すという面では、そういった視点も入れた方がいい、入れて考えるべきだと

いうところをまず提案して、最後の方に結んでいくんですけれども、そういっ

た今までと違った災害、重複の二重災害、こういった中では今までと違ったそ

ういった訓練方法も必要になってくるということになるかと思います。 

今年も含めてですけれども、近年の防災訓練は、常会や隣組単位での安否確

認を中心に訓練を行っております。これもそれを基本とした上で、分散避難者

がこれからは増えるんではないかということを予想すると、そういった分散避

難を前提にした訓練というのも計画をして、そういった訓練をすることも必要

になってくるかと思います。連絡が取りづらい、そういう人たちの安否確認も

含めて、分散避難のルールや安否確認の方法を確立させて、平時に普段からそ

ういった訓練をしておく必要がこれからはあると思いますけれども、いかがで

しょうか。 

○議長（小平一博君） ⑦に対する答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） 基本的な事柄の答弁にしかなり得ませんけれども、各地

区や集落単位の共助の力によって、発災時の安否確認をこれまでもお願いして

きております。車中避難や分散避難といった新しい形、多様化によらず、まず

は地域や集落のルールと、それから他者への思いやりや気遣いをもって、安否

確認に相互にご協力いただくことが必要不可欠かと考えます。 

先ごろ９月５日に、コロナへの感染防止を図りながら実施していただいた防

災訓練でも、おそらくこれから反省が集まってくるかと思いますが、どうやっ

て接触しないように安否を確認しようかとか、いやいや、接触しても安否の方

が大事だというようなお考えで、多分悩まれたり苦労されたことと思います。 

ほんとにこのような基本的な訓練を繰り返すということが、先ほどおっしゃ

ったような多様なケースを想定しての対応にもつながるということで、今回の

訓練の反省などもまとめつつ、しっかり取り組んでまいりたいと思います。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 三浦喜久夫君。 

○７番（三浦喜久夫君） 今年の訓練を見ておりましても、ほんと安否確認も電話連

絡だけで済ませるとかいった、今の時代に合ったそういった連絡の取り方もで

きるかと思いますので、そういった一時避難所で集まって顔を見て、安全だね

というふうに確認するばっかではなくても、遠くにいても連絡方法がきちんと
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取れる態勢を、それぞれ地域の皆さん方も共有してもらって、安否確認が素早

く取れるといった方法を確立していっておいたらいいかなというふうに感じて

おります。 

最後の⑧番の関連質問に移りますが、そういったこういった新型コロナ感染

症の中では、避難所の運営というものも今までとは違ってくるかと思います。

感染症対策を行いながら、そういった避難所の運営をするには、自主防災独自

で個別の計画を立てるということは、非常に難しいのではないのかなというふ

うに考えております。役場の職員も、先ほど述べましたように、含めて、自主

防災の役員、女性の視点での避難所運営を考える中で、感染症に対応できる専

門職といった人たちも、計画立案に一緒に加わって参加してもらうことも必要

になってくるのではないのかなというふうに感じておるところです。 

役割分担にしておきましても、そういった分散避難が増えますと、そういっ

た分散避難者を掌握する係であるとか、車中避難者が増えるということになれ

ば、そういった車中の避難者を掌握する係、感染防止、そういったものを対策

する係も必要になってくるかと思いますし、医療・介護・衛生に、そういった

精通した人に要請する人材バンク的な体制もこれからは必要になってくるんで

はないのかなというふうに思っております。 

今年度作成する自主防災計画の中では、今までのように地域の特色を生かし

て、自治会主体の防災計画では作らない、作れないというところも出てくるの

ではないのかなというふうに思います。なので、新たな自主防災計画をつくる

上では、多くの人たちが携わった防災計画にすることが必要ではないかという

ふうに思います。 

付け足しになりますが、そういった多くの人が携わる中だけでも、防災意識

というのがもう尐し高まってくるんではないのかなというふうに考えます。そ

れについて、お考えをお聞きしたいと思います。 

○議長（小平一博君） ⑧に対する答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） 答弁をさせていただきますが、言葉が２つ出てまいりま

した。三浦議員から自主防災計画、私どもは地区防災計画というふうに、今ま

でのお二方の議員のご質問の中でも答弁しておりますが、多分言葉は同じで、

地区ごとに策定する防災計画という形で理解をさせていただいております。 

その地区の皆さんが、できれば、100 何人とか何軒、100 戸とかそういう単位
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もあれなんですが、できれば顔の見える隣組などの集落単位で、ぜひ自分事と

して計画づくり、あるいは計画という言葉が難しければ、申し合わせのような

ことづくりに、全員が何らか関わっていただけるように、地区担当職員がお手

伝いさせていただく予定です。 

ただし、計画づくりだけで骨が折れるような綿密な計画よりも、小さくても

簡明な内容で合意、いったん合意をしたら、その後の訓練や気づきによって補

い、正していくような計画と実践のセットのあり方を基本に置けたらなという

ふうに考えております。 

各区・地区の実情やお考えを尊重しつつ、また先進的な事例は町の中で共有

できるようなことを進めつつ、お手伝いして進めてまいりたいと思います。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 三浦喜久夫君。 

○７番（三浦喜久夫君） それでは、まとめとしては、今お話もありましたように、

地域の人たちがそれこそ自分事としていろいろ考えてもらうというのは、先ほ

ど来の質問の中にもあります。無関心層というのをどうやって引き出すかとい

ったら、防災ということに関しては、みんな共通して考えていることだと思い

ますので、そういった自分たちで自分の身を守るといった防災意識を高めるた

めにも、地区、新しい地区防災計画ですか、ちょっと言葉は誤りましたけれど

も、地区防災計画の中では、そういった多くの人たちが参加して、防災意識を

高めていくというようなことも一緒に並行してやっていけたらということを考

えて、まとめにさせていただいて、私の一般質問を終わりにしたいと思います。

ありがとうございました。 

○議長（小平一博君） ここで休憩にします。 

再開は２時 25 分です。 

 

休 憩  午後２時１５分 

再 開  午後２時２５分 

 

○議長（小平一博君） 休憩を解き、再開いたします。 

 

◇ 通告８番 河合隆俊（４番） ◇ 

○議長（小平一博君） ４番、河合隆俊君。 
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○４番（河合隆俊君） 議席番号４番、河合隆俊です。 

通告に従って、質問をさせていただきます。 

私たちが住む高森町は、特有な地形を生かして品質のよい農産物を多く生産

しております。そこで、今後の高森町の農業について、町のお考えをお聞きい

たします。 

（１）第７次振興総合計画の人口の現状を見ますと、2010 年から 2015 年を

ピークに人口減尐に転じ、2045 年に向けて全人口の減尐率よりも老年人口の増

加率が上回るために、高齢化がさらに進んでまいります。 

また、令和２年農林業センサスによると、経営耕地・農家数の減尐が顕著で

あり、従来の家族間での継承が失われる中、高齢者の離農が進んでいるのが現

状であります。 

そこで、農業従事者の高齢化、また担い手不足について、町ではどのように

とらえておられるか、お尋ねいたします。 

○議長（小平一博君） それでは、（１）についての答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） ただいまご紹介いただきました農業センサスの実績、こ

の 10 年間を比較いたしますと、農家総数は、平成 22 年の 1,067 件から昨年令

和２年度につきましては 956 件と減尐しております。 

その内訳としますと、販売農家、農産物を販売していらっしゃる皆さんは 803

件から 624 件に減尐し、代わって自給的農家、自家用の野菜を作られるなどの

皆さんが 264 件から 332 件へと増加をしております。 

これらの要因は、農家の高齢化と後継者不足にあることは否めないところで

ございます。 

高齢経営者の離農が進むとともに、次の世代がなかなか農業経営にまで進め

ずに、自給的農家として農地の荒廃化をかろうじて食い止めている、そんな状

況ではないかというふうに危惧をしてございます。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 河合隆俊君。 

○４番（河合隆俊君） 続きまして、関連質問の①へいきます。 

人・農地プランの取り組みにより、生産者の現場の声をもとに現行プランを

見直し、今後の地域農業の発展につなげてはどうか、お聞きいたします。 

○議長（小平一博君） ①に対する答弁を求めます。 
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野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 現在、人・農地プランにつきましては、高森町全域の農

地を対象に策定をしてございます。そのうちの千早原・正木地区におきまして、

モデル地区としてその実質化に取り組んでおるところでございます。 

これにつきましては、改めて農地の所有者あるいは耕作者の皆様に現在アン

ケートを行っており、その後継者の有無ですとか、それぞれの状況、それから

今後の農地の利用への意向などを伺っているところでございます。 

この関係者の皆様で組織します人・農地委員会、千早原・正木地区人・農地

委員会などが中心になって、これからの地域の農業をどうしていくべきか、ま

た、どう実践していくかを取り組んでいくところでございます。 

この取り組みを起点に、町内でもそのほかの下市田河原ですとか、他の地域

にもその取り組みを広げてまいりたいと考えているところでございます。 

○議長（小平一博君） 河合隆俊君。 

○４番（河合隆俊君） 関連質問の②へまいります。 

次の世代を担う子どもさんや若者が農業に触れる機会を設け、職業としての

魅力や可能性を伝える取り組みとして、現在、中学校では、キャリア教育、地

域活動の一環として農業体験の実施を行っています。 

生産者の方に直接学校へ来ていただき、農業の魅力や可能性についてお話し

いただける時間をつくってはどうかと考えますが、いかがでしょうか。 

○議長（小平一博君） ②に対する答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） 本年度から、生徒が直接地域に飛び出し、地

域の課題の解決に参加する「高森中地域応援隊」といった取り組みが始まって

おります。 

この活動の一つとして、県南信農業試験場の圃場の一部をお借りし、実際の

耕作を体験する活動を行っています。このほか、「しごと☆未来フェア」への

JA の出展や、「みらい懇談会」に向けた学習でのグループ学習など、生徒が農

業の魅力に触れる機会を設けているところです。 

また、コミュニティスクールの取り組みを通じ、豆腐作りや市田柿の加工な

どに地域の皆さんのご協力をいただき、直接子どもたちに伝えていただく機会

も設けてきています。 

河合議員からのご提案のように、生産者の方から直接お話を聞く機会は、大
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変貴重な体験になると思います。ぜひ取り入れていきたいと考えますし、河合

議員も生産者として、農業の魅力や可能性をぜひ学校で伝えていただけると幸

いです。よろしくお願いいたします。 

○議長（小平一博君） 河合隆俊君。 

○４番（河合隆俊君） 今ご答弁いただきましたけれども、地元の生産者の、また地

元の言葉で、若い世代に言葉をお伝えすることで、学生さんたちがまた印象に

残って、将来、振り返ったときに、中学の時に地元のすばらしい農業の経験を

お聞きしたということが印象に残るような、そんな取り組みをしていただきた

いと思います。 

続きまして、関連質問の③へまいります。 

JA、「ゆうき」と連携をすることで、新規就農者また就農希望者に農地情報を

提供することで、遊休農地を有効に活用していく、そんな取り組みをしてはい

かがでしょうか。お聞きいたします。 

○議長（小平一博君） ③に対する答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 担い手が減っていく中で、新たな就農者や規模拡大を考

えられる力のある担い手の方々に、農地を必要とする農家の方々に対して、マ

ッチングをするといったことが大変重要になってくると考えております。 

農業委員会内には、既に各地域の農地の相談に携わります農業委員に加えて、

農地利用最適化推進委員といった職責の委員方を配置し、荒廃農地化の抑制に

あたっております。 

加えて、営農支援センター「ゆうき」には、集落支援員として経験の豊富な

支援員が配置され、地域に入って各農家の実情を聞きながら、毎月の農業委員

会総会に合わせて情報交換を行うという、農地最適化ミーティングといった取

り組みも行ってまいっております。 

今後とも、農地を使いたい方がいち早く農地の情報を得て、農地が有効に活

用されていくように努めてまいりたいと考えておりますので、よろしくお願い

いたします。 

○議長（小平一博君） 河合隆俊君。 

○４番（河合隆俊君） 補足質問をいたします。 

現在、農地情報の提供について、ご答弁いただきましたけれども、高森町に

は空き家があると思うんですけれども、この新規就農者また就農希望者が、住
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宅、まず住むところがまず決まらないと、なかなか地元に就農、そして定着と

いうところが難しいかと思いますので、この農地の情報と併せまして、空き家

の情報も併せて提案していただくといいんではないかと思いますが、いかがお

考えでしょうか。 

○議長（小平一博君） 補足質問の答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） ありがとうございます。 

ただいまご指摘いただきましたように、新しく就農するにあたっての住宅で

すとか、就農に際しての農機具、それから作業所などといったものが必要にな

る場合が多くございます。 

また一方で、高齢などの方が離農されたり、あるいはこちらで単独で農業を

されていて、ご親戚が遠くにしかいらっしゃらないというような場合に、その

建物がそっくり空いてしまうといった状況が起こってきております。こちらに

つきましても、それらの情報を把握した、先ほどの最適化ミーティングの中で、

各地域の中でどういった住宅が空いてきて、どういった農作業機械が空いてき

て、あるいはそこに入りたい、そこの農地をまとめて使いたいときの作業所が

ほしいと、そういった情報も集約しながら、意見交換をさせていただいておる

ところでございます。 

なかなか農機具は高価なものが多くございまして、一度手放してしまいます

と、なかなか次の方が取得するのには最初の投資が大きくなってしまうことが

ございます。そんな中では尐しでも有効に使えるように、情報把握に努めなが

ら、マッチングに努めてまいりたいと考えております。 

ありがとうございます。 

○議長（小平一博君） 河合隆俊君。 

○４番（河合隆俊君） 今ご答弁いただきましたように、農機具、大変高価なもので

あります。尐しでも就農希望者また新規就農者が農業に取り組みやすいような、

そんな環境をつくっていただきたいと思います。 

次の質問へまいります。 

社会はデジタル化へと向かってまいります。今後は、スマート農業を取り入

れることで、体への負担と軽減、そして労力を分散することでの規模拡大や、

近年の異常気象による農作物への影響を軽減するためには、今後は、施設栽培

を視野に取り組む必要があると考えます。 
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高森町の農業を持続可能でさらに収益性の高い農業を実現するためには、ス

マート農業へ取り組む生産者の皆さんへ補助金などの提供を、情報提供をして

はいかがかと思いますが、お話をお聞きします。 

○議長（小平一博君） （２）についての答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） IoT、もののインターネットですとか、AI、人工知能とい

ったものを、各産業の中でめざましく活用される例が多くなってございます。

こういったデジタル技術を利用することにより、農家の省力化ですとか、生産

技術の汎用化といいますか、ベテランの方の技術を多くの皆さんが活用できる

ようになるですとか、さまざまな科学的な見地に基づいた栽培技術が浸透でき

るといったメリットが多くあるかというふうに考えられます。 

そんな面では、国全体でも大きな期待を寄せておりまして、こういったスマ

ート農業、いわゆるスマート農業の普及に対する補助メニューを用意しながら、

推奨をしているところです。 

意欲ある担い手に対しまして、必要な情報が伝わるよう、県あるいは生産団

体であります JA ですとか、園協さんですとか、そういったところから情報は発

信されているところではございますけれども、町としましても、関係団体を通

じまして、そういった新しい技術の紹介などにも努めてまいりたいと考えてお

るところでございます。よろしくお願いいたします。 

○議長（小平一博君） 河合隆俊君。 

○４番（河合隆俊君） 補足質問をお願いいたします。 

ただいまご答弁いただきました補助金の情報提供についてございましたけれ

ども、近年の異常気象による農産物への影響を考えますと、やはり施設栽培を

視野に入れたスマート農業、取り組んでいく必要があると考えますが、しかし

ながら、このスマート農業に取り組むには、生産者の皆さんに金銭的な負担が

どうしても生じてまいります。 

そこで、国また県との連携をしていただくことで、補助額の拡充についても

考えていく必要があるのではないかというふうに考えますが、いかがお考えで

しょうか。 

○議長（小平一博君） 補足質問の答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 先ほど申し上げましたスマート農業に対します国の補助
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メニューの中でも、先進的な事例に取り組む皆様に対しまして、モデル事業と

して、通常の２分の１の交付率からかさ上げした補助事業などが挙げられてい

るところでございます。こういったものに対しては、ある程度そのバックデー

タといいますか、普遍的に資料が提供できるといった環境が求められますので、

なかなかこの条件にマッチする補助メニューがあたるとは限らないわけですけ

れども、できるだけそういったものも積極的に情報収集をさせていただいて、

農家の皆様にお伝えをしてまいりたいと考えております。 

○議長（小平一博君） 河合隆俊君。 

○４番（河合隆俊君） 今後の高森町の生産者の皆さんに、より一層の品質の高い農

産物を作っていただきたいと考えております。現在の皆さんの経験を生かして、

若い世代が未来に希望を持って、農業を職業の一つとして選択してくれる、そ

んな高森町の農業になることを希望いたしまして、私の一般質問とさせていた

だきます。 

○議長（小平一博君） これで一般質問を終わります。 

３．散会 

○議長（小平一博君） 以上をもって、本日の日程はすべて終了いたしました。 

次の本会議は、15 日、午前９時に開会いたしますので、ご参集願います。 

本日はこれにて散会いたします。 

 

閉 議  午後２時４２分 


